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熊本県議会 文教治安常任委員会会議記録第 ５ 回

平成20年２月26日（火曜日）

午前10時３分開議

午前11時42分休憩

午前11時49分開議

午後１時０分閉会

本日の会議に付した事件

議案第１号 平成19年度熊本県一般会計補

正予算（第10号）

議案第７号 平成19年度熊本県立高等学校

実習資金特別会計補正予算(第１号）

議案第11号 平成19年度熊本県育英資金貸

与基金特別会計補正予算(第１号）

議案第23号 平成20年度熊本県一般会計予

算

議案第29号 平成20年度熊本県立高等学校

実習資金特別会計予算

議案第33号 平成20年度熊本県育英資金貸

与基金特別会計予算

議案第72号 熊本県立学校職員の給与に関

する条例及び熊本県市町村立学校職員の

給与に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

議案第73号 熊本県永青文庫常設展示振興

基金条例の制定について

議案第74号 熊本県スポーツ振興審議会条

例の一部を改正する条例の制定について

議案第75号 熊本県警察の警察署の名称、

位置及び管轄区域に関する条例の一部を

改正する条例の制定について

議案第76号 熊本県警察の職員の特殊勤務

手当に関する条例の一部を改正する条例

の制定について

請第１号 県立高等学校再編整備計画に関

する請願

請第４号 熊本県立八代東高等学校定時制

の存続に関する請願

請第５号 熊本県立阿蘇清峰高等学校の存

続を求める請願

請第６号 県立高等学校再編整備計画に関

する請願

閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて

報告事項

① 平成20年度行財政改革の取り組みに

ついて

② 熊本県教育振興基本計画（仮称）の

策定について

③ 県立高等学校の再編整備等について

出席委員（８人）

委 員 長 吉 永 和 世

副委員長 守 田 憲 史

委 員 倉 重 剛

委 員 松 村 昭

委 員 小 杉 直

委 員 平 野 みどり

委 員 氷 室 雄一郎

委 員 早 田 順 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

教育委員会

教育長 柿 塚 純 男

総括教育審議員兼

教育次長 新 井 久 徳

総括教育審議員兼

教育次長 石 井 二三男

教育次長 中 村 和 道

首席教育審議員兼

教育政策課長 吉 村 孝

福利厚生課長 中 村 義 臣

高校教育課長 石 井 博 憲
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義務教育課長 木 村 勝 美

首席教育審議員兼

学校人事課長 松 葉 成 正

社会教育課長 遠 藤 洋 路

人権同和教育課長 堀 田 浩一郎

文化課長 梶 野 英 二

体育保健課長 八十田 宏

首席教育審議員兼

施設課長 橋 口 正 治

高校整備政策監兼

高校整備推進室長 後 藤 泰 之

警察本部

本部長 横 内 泉

警務部長 蝦 名 幸 二

生活安全部長 德 永 幸 三

刑事部長 森 田 惟 信

交通部長 黒 木 修

警備部長 島 崎 政 廣

参事官兼首席監察官 古 川 隆 幸

参事官兼警務課長 松 本 一 幹

参事官兼会計課長 吉 村 郁 也

総務課長 吉 長 立 志

理事官兼

生活安全企画課長 山 内 誠 次

参事官兼

刑事企画課長 藤 井 勝 公

理事官兼

交通企画課長 浦 田 潔

交通規制課長 木 庭 強

理事官兼

警備第一課長 中 尾 憲 史

事務局職員出席者

議事課課長補佐 菊 住 幸 枝

政務調査課課長補佐 松 本 公 利

午前10時３分開議

○吉永和世委員長 それでは、ただいまから

第５回文教治安常任委員会を開会いたしま

す。

まず、本日の委員会に２名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることにいた

しました。

それでは、本議会に付託された平成19年度

２月補正予算と平成20年度当初予算及び条例

等の議案を議題とし、これについて審査を行

います。

まず、平成19年度２月補正について執行部

の説明を求めた後、質疑を受けたいと思いま

す。

なお、警察本部長、教育長からの総括説明

は、平成19年度補正予算、平成20年度当初予

算及び条例等の議案をあわせてお願いいたし

ます。

、 、それでは 警察本部長から総括説明を願い

続いて担当課長から順次説明をお願いいたし

ます。

初めに、横内警察本部長。

○横内警察本部長 おはようございます。

吉永委員長初め委員の皆様方には、平素か

ら警察行政の各般にわたり深い御理解と温か

い御支援をいただき、また新年早々に開催い

、 、たしました年頭視閲式には 大変お忙しい中

御臨席をいただきまして、まことにありがと

うございました。この場をおかりしまして、

お礼を申し上げます。

それでは、今回、警察本部から提案してお

ります議案の説明に先立ちまして、県下の治

安情勢とこれを踏まえた本年の取り組みにつ

いて御説明申し上げます。

昨年は、平成16年に策定いたしました「熊

本県警察緊急治安対策プログラム」の最終年

として、組織を挙げて治安回復に向けた各種

施策に取り組んだ結果、刑法犯につきまして

は、認知件数が１万9,553件と、同プログラ

ムを開始した平成16年から４年連続して減少

し、平成４年以来、15年ぶりに２万件を下回

ったところであります。

また、人身交通事故につきましても、発生
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件数、死傷者数ともに前年と比べて大幅に減

少し、特に死者数につきましては103人と、

昭和56年と並び、昭和33年以降の最少数とな

ったところであります。

このように、数字で見る限り治安は改善方

向に進みつつはあるものの、昨年来継続して

いる暴力団道仁会と九州誠道会の対立抗争は

依然として膠着状態にあり、また、交通死亡

事故も本年に入り再び増加に転じるなど、治

安情勢はいまだ厳しい状況から脱し得たとは

言いがたいところであります。

県民の皆様も、昨年秋に実施いたしました

「体感治安に関する意識調査」において、半

数以上の方が 「県内の治安はここ数年間で、

悪くなったと思う」あるいは「どちらかとい

えば悪くなったと思う」と回答され、警察に

対し体感治安のさらなる向上を期待されてい

るところであります。

そこで県警察におきましては、緊急治安対

策プログラムの実施結果を検証し、また先の

意識調査で得られました県民の皆様の意見・

要望を踏まえつつ、本年から取り組む新たな

治安対策として 「安全・安心くまもと」実、

現計画を策定するとともに、本年の運営方針

を「県民の期待と信頼にこたえる力強い警

察 、サブタイトルを「地域社会との連携と」

協働」に設定したところであります。

お手元に 「安全・安心くまもと」実現計、

画」を配付させていただいておりますが、こ

の実現計画には、犯罪の抑止として刑法犯認

知件数２万件未満の定着、交通死傷事故の抑

止として交通事故死者数100人以下、交通事

故死傷者数１万5,000人以下、及び県民生活

を脅かす犯罪の検挙として検挙人員の増加

の、３つの基本目標を設定するとともに、こ

れらの目標等の達成に向けて８つの重点推進

施策を柱として、重点的に取り組む27の推進

項目を掲げております。

県警察としましては、この実現計画の先に

ある県民の皆様が安全と安心を真に実感でき

る熊本を見据えながら 運営方針に掲げる 力、 「

強い警察 、そして「地域社会との連携と協」

働」の２つをキーワードに、実現計画に基づ

く各種取り組みを強力に推進することとして

、 、おりますので 委員長初め委員の皆様方には

引き続き警察活動に対する御理解と御支援を

よろしくお願い申し上げます。

、 、それでは 警察関係の議案でございますが

今回提案しておりますのは、第１号議案平成

19年度熊本県一般会計補正予算。これは、警

察本部費、装備費などに関し、補正予算総額

６億1,848万円余の減額をお願いするもので

あります。

第23号議案平成20年度熊本県一般会計予

算。これは、警察費総額424億4,106万円余を

お願いするものでありますが、中でも、５カ

年計画で整備を予定しておりました耐弾性の

高い防弾ヘルメット・防弾盾につきまして

は、先の委員会におきまして殉職受傷事故防

止の万全及びそれを通じた現場警察官の士気

高揚を図るためにも早急な整備が必要である

との御指摘を踏まえ、３カ年計画に前倒しし

ての整備をお願いするものであります。

次に、第75号議案熊本県警察の警察署の名

称、位置及び管轄区域に関する条例の一部を

改正する条例の制定について。これは、熊本

市の住居表示整備事業に伴い、熊本南警察署

の管轄区域の表記を一部改めるものでありま

す。

次に、第76号議案熊本県警察の職員の特殊

勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

の制定について。これは、警察職員の特殊勤

務手当の支給単価の見直しに伴い、関係規定

を整備するものであります。

議案は以上の４件でございますが、これら

のほか報告事項として行財政改革の取り組み

に関する平成19年度実績がございます。

これら議案等の詳細につきましては、後ほ

ど担当課長から御説明申し上げますので、御

審議のほどよろしくお願いいたします。
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○吉村会計課長 続きまして、予算関係議案

につきまして、お手元の資料に基づき御説明

いたします。

まず、１ページの第１号議案平成19年度熊

本県一般会計補正予算(第10号)についてでご

ざいます。

まず、公安委員会費の補正額の欄をごらん

ください。

13万2,000円の減額をお願いしております

が、これは公安委員長の互選に伴い旧委員長

が委員となられたことから、この委員に対し

平成18年４月に改定された報酬単価が適用さ

れたことによる不用額でございます。

次に、警察本部費の補正額の欄をごらんく

ださい。５億3,007万1,000円の減額をお願い

しております。

説明欄１の職員給与費８億5,670万3,000円

の減額は、職員給料等の過不足調整額でござ

います。

２の退職手当３億3,007万円の増額は、退

職予定者の増による退職手当費の不足額及び

退職手当債の充当に伴う財源更正ございま

す。

３の警察一般管理費343万8,000円の減額

は、庁舎光熱水費等の不用額でございます。

次に、装備費で1,557万円の減額をお願い

しております。説明欄のとおり、全額が警察

装備品維持管理費で、警察車両の修繕料及び

任意保険料等の不用見込額でございます。

次に、警察施設費で698万6,000円の減額を

お願いしております。説明欄のとおり、全額

が警察施設整備費で、宇城警察署城南交番用

地の購入契約残額等でございます。

次に、運転免許費で479万4,000円の減額を

お願いしております。説明欄のとおり、全額

が自動車運転免許費で、ＩＣカード免許証作

成用消耗品費等の不用見込額でございます。

次に、恩給及び退職年金費で406万7,000円

の減額をお願いしておりますが、これは死亡

による支給対象者の減に伴う不用見込額でご

ざいます。

２ページに移ります。

警察活動費で5,686万7,000円の減額をお願

いしております。

説明欄１の一般警察運営費777万8,000円の

増額は、被留置者食糧費及び医療費の不足に

伴う増額と、国庫補助金交付額の減に伴う現

場活動用消耗品の減額等によるものでござい

ます。

２の生活安全警察運営費は、風俗営業関係

手数料及び銃砲・刀剣類関係手数料歳入の増

額に伴い、一般財源を減額する財源更正でご

ざいます。

３の地域警察運営費524万3,000円の減額

は、通信指令システムリース料等の入札残、

契約残額でございます。

４の刑事警察運営費2,233万7,000円の減額

、 。は 刑事関係活動旅費の不用額でございます

５の交通警察運営費3,706万5,000円の減額

は、交通関係活動旅費及び放置車両確認事務

委託料の不用額でございます。

なお、放置違反金歳入の減等に伴い、一般

財源を増額する財源更正も、あわせて行って

おります。

以上を合計しますと、平成19年度２月補正

予算総額は６億1,848万7,000円の減額とな

り、補正後の歳出予算総額は421億8,754万2,

000円となります。

続きまして、３ページに移ります。

債務負担行為の設定についてでございま

す。これは、平成20年度の初めから役務の提

供を受ける必要のある自動車保管場所調査委

託及び免許更新時講習委託等、警察関係業務

16件について、事項欄にありますとおり、５

億7,503万9,00円をお願いするものでありま

す。

、 。以上 よろしく御審議をお願いいたします

○吉永和世委員長 それでは、続いて教育委

員会からお願いいたします。
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初めに、柿塚教育長。

○柿塚教育長 おはようございます。

議案の説明に先立ちまして、一言お礼を申

し上げます。

来る３月１日に行われます高等学校の卒業

式に際しましては、御多用中にもかかわらず

吉永委員長を初め委員の皆様方の御臨席を賜

りますことに、この場をおかりして厚くお礼

を申し上げます。お世話になります。

、 、また 県立高校の再編整備につきましては

12月定例会におきまして併設型中高一貫教育

の導入に伴う施設設計費に係る債務負担行為

の設定を御承認いただくとともに、すべての

定時制高校へ単位制を導入することに伴いま

す県立学校の授業料等徴収条例の改正案を可

決いただきましたことに対し、感謝申し上げ

たいと思います。今後とも、皆様方の御理解

と御協力をお願い申し上げます。

では、今議会に提案しております教育委員

会関係議案の概要について、御説明申し上げ

ます。

まず、平成19年度２月補正予算につきまし

て、第１号議案熊本県一般会計補正予算及び

第７号議案熊本県立高等学校実習資金特別会

計補正予算並びに第11号議案熊本県育英資金

貸与基金特別会計補正予算におきまして、総

額21億8,000万円余の減額補正をお願いして

おります。

主な要因は、職員給与費の年間所要額の確

定に伴う過不足額の調整及び国庫補助内示額

の減によるものでございます。

また、高等学校施設整備事業等の繰越明許

費の設定をお願いしております。

次に、平成20年度当初予算につきまして、

第23号議案熊本県一般会計予算及び第29号議

案熊本県立高等学校実習資金特別会計予算並

びに第33号議案熊本県育英資金貸与基金特別

会計予算におきまして、総額1,616億3,000万

円余をお願いしております。

また、熊本商業高校校舎改築工事等の債務

負担行為の設定をお願いしております。

以下、予算の主な内容について御説明いた

します。

まず、教育振興基本計画推進事業ですが、

教育基本法の改正を受け、県の教育振興に関

する施策等を総合的に取りまとめた教育振興

基本計画の平成20年度中策定に向け、取り組

んでまいります。

就学前教育につきましては、大学と連携し

た幼稚園・保育所と小学校の接続期の研究な

どの地域指定事業や、幼稚園教員等の研修、

幼稚園・保育所、小学校、中学校の連携等を

通じて、就学前教育の一層の振興・充実を図

ってまいります。

学力の向上につきましては、児童生徒の学

力を客観的に把握するためのゆうチャレンジ

の問題開発や、学力調査の実施を通して、指

導上の改善点を明らかにしながら、研究会等

を通じて教職員の指導力の向上を図ってまい

ります。

いじめ・不登校問題につきましては、いじ

め対策検討委員会において、いじめの未然防

止と早期発見、早期対応のあり方等を検討す

るとともに、不登校等対策委員会において不

登校対策資料を作成し、各学校の取り組みを

支援してまいります。

食育につきましては、本年度から任用いた

しました栄養教諭の効果的な活用やリーダー

の養成など、教職員の指導力の向上を図ると

ともに、保護者への普及啓発を通して、生涯

にわたりみずからの健康管理ができる児童生

徒を育成してまいります。

高校生の学力向上対策については、地域か

らのニ一ズの強い進学について、県立高校13

校を重点校として指定・育成し、生徒一人一

人の進学の夢を実現させるとともに、大学等

への進学率の向上に努めてまいります。

また、高校受験にとらわれない、６年間に

わたる効果的な一貫教育を行う場を提供し、
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あわせて地域の高校の一層の活性化を図るこ

とを目的に、宇土、八代両校に併設型中高一

貫教育を導入することとしており、併設中学

校設置のための施設設計等の準備を進めてま

いります。

高校生の就職支援につきましては、望まし

い勤労観、職業観の育成とともに、社会に貢

献できる能力や態度の育成を目指して、高校

生の就業体験、実践的な知識や技術を体得す

るための企業実習などを実施してまいりま

す。

特別支援教育については、支援を必要とす

る子供たちが必要な支援を受けられるよう、

その体制の整備、理解啓発、教員等の専門性

の向上を図るととともに、学校、家庭、福祉

等の関係機関との連携強化に一層努めてまい

ります。

社会教育については、家庭及び地域の教育

力向上に向けた取り組みを進めてまいりま

す。

特に、地域と学校が連携し、学習活動や体

験活動を通して、子供たちを健やかにはぐく

むために、放課後子ども教室推進事業のさら

なる推進に努めてまいります。

次に、人権教育につきましては、学校の管

理職や人権教育担当者を初め、全教職員の基

本的認識の確立と実践的指導力の向上に資す

るよう、各種人権教育研修の充実に努めてま

いります。

あわせて、人権教育啓発資料の作成や社会

教育における指導者の育成等を通して、すべ

ての人々の人権が尊重される社会の実現を目

指してまいります。

文化財の保護につきましては、公共事業予

定地における埋蔵文化財の発掘調査を国等か

らの委託を受けて実施してまいります。

また、新規事業といたしまして、阿蘇を初

めとする世界文化遺産候補の登録に向けて取

り組んでまいります。

そのほか、県立美術館永青文庫展示室の開

設に当たり、開館記念展を初めとする展覧会

の開催や、常設展示される美術品などの調査

研究等を行ってまいります。

学校安全につきましては、学校安全ボラン

ティアの養成講習会や地域学校安全指導員に

よる巡回指導等、地域社会全体と連携しなが

ら、さらに推進してまいります。

子供の体力向上につきましては、各学校の

運動の実践に基づく体力向上優良校表彰など

による啓発及び体力・運動能力調査結果の分

析と活用に取り組んでまいります。また、主

に中・高齢者の体力向上について、習慣的運

動が体力や健康に与える効果の検証を進め、

県民に対する周知・啓発等に努めてまいりま

す。

学校施設の整備につきましては、菊池高校

を初めとする４校の改築等に取り組むほか、

耐震改修事業を計画的に行ってまいります。

条例議案といたしましては、第73号議案熊

本県永青文庫常設展示振興基金条例の制定に

ついてのほか２議案を提案申し上げておりま

すが、これらは県立美術館永青文庫展示室の

開設に当たり、常設展示の充実を図るため、

永青文庫常設展示振興基金を設置する条例等

でございます。

詳細につきましては、担当課長から説明い

たしますので、御審議のほどよろしくお願い

申し上げます。

○吉村教育政策課長 教育政策課でございま

す。初めに、課の説明に先立ちまして、総括

的な説明を申し上げます。

各課長から 「執行残または節減」と説明、

することがありますが、これは工事その他入

札の結果による執行残のほかに、県の厳しい

財政状況を踏まえて、全庁を挙げて予算の効

率的な執行に取り組んだ結果ということでご

ざいます。

それでは、教育政策課分について御説明い

たします 「２月補正関係予算」とあります。
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説明書の２ページをお開きください。

教育委員会費８万3,000円の減額は、教育

委員の交代に伴うものでございます。

事務局費3,350万4,000円の減額は、育児休

業に伴う代替職員の採用や教育職から行政職

への給料表異動等による職員給与費の増と、

事務局運営費等の節減によるものでございま

す。

次の教職員人事費と恩給等の減額は、説明

欄のとおりでございます。

以上、合計1,610万円余の減額です。よろ

しくお願いいたします。

○中村福利厚生課長 福利厚生課でございま

す。資料の３ページをお願いいたします。

事務局費でございますが、経費節減等に伴

。い34万7,000円の減額をお願いしております

次に、教職員人事費でございますが、教職

員住宅等管理費につきまして、経費節減に伴

いまして70万円の減額、及び教職員住宅の家

賃収入が当初の見込みよりふえましたことに

伴い、610万9,000円の財源更正を行うもので

ございます。

あわせまして、教職員福利厚生事業費の節

減等によりまして、30万円の減額をお願いい

たします。

以上、総額134万7,000円の減額補正でござ

います。

、 。次に 資料の18ページをお願いいたします

繰越明許費の設定についてでございます。人

吉高等学校五木分校の移転に伴いまして、教

職員住宅の建設をするものでございますが、

用地につきまして五木村から借り受ける予定

でございますが、用地の確保に不測の期間を

要しました関係で設計がおくれまして、年度

内完了が不可能になりましたことによりまし

て、平成20年度に繰り越しをお願いするもの

でございます。

以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。

○石井高校教育課長 高校教育課でございま

す。資料の方は、４ページをお願いいたしま

す。

教育指導費は、599万円の減額でございま

す。これは、高等学校英語指導助手の交代人

数が見込みより少なかったことによるもので

ございます。

次に、教育振興費につきましては、35万6,

000円の財源更正でございます。これは、産

業教育設備事業に対する国からの交付金の内

示増に伴い、一般財源を減額するものでござ

います。

次に、県立高等学校実習資金特別会計繰出

金は、40万4,000円の減額でございます。

、 、次に 育英資金貸与基金特別会計繰出金は

。 、2,335万4,000円の減額でございます これは

育英資金の貸与のため、育英資金貸与基金特

別会計に繰り出すものでございますが、特別

会計の支出の減によるものでございます。

以上 一般会計につきましては 2,974万8,、 、

000円の減額でございます。

次に、資料の５ページの方をお願いいたし

ます。

県立高等学校実習資金特別会計でございま

すが、水産高等学校費は40万4,000円の減額

でございます。これは、実習に要する経費の

減ということでございます。

育英資金貸与基金特別会計でございます

が、1,641万5,000円の減額でございます。

主な理由は、途中退学者等による貸付金の

減によるものでございます。

以上、一般会計、特別会計合わせまして総

額4,656万7,000円の減額をお願いいたしま

す。

、 。御審議のほど よろしくお願いいたします

○木村義務教育課長 義務教育課長の木村で

ございます。資料６ページをお願いいたしま

す。
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一般会計の教育指導費9,033万4,000円、教

育センター費78万9,000円、保健体育総務費7

5万6,000円、合計9,187万9,000円の減額をお

願いしております。

まず、教育指導費でございます。１の学校

教育指導費は、小学校英語教育推進事業等の

国庫委託金の内示減等によるものでございま

す。

２の教育研修費は、指導力強化研修事業の

研修指導員の採用減等によるものでございま

す。

３の児童生徒の健全育成費は、豊かな体験

活動推進事業等の国庫委託金の内示減等によ

るものでございます。

、 。続きまして 教育センター費でございます

これは、光熱水費等の経費減によるものでご

ざいます。

最後に、保健体育総務費でございますが、

食育実践地域指定国庫委託事業の国庫委託金

の内示減等によるものでございます。

以上でございます。御審議のほど、よろし

くお願いいたします。

○松葉学校人事課長 学校人事課でございま

。 。す 説明資料の７ページをお願いいたします

まず 事務局費でございますが 3,536万3,、 、

000円の増額でございます。これは、教育委

員会事務局職員の退職見込み者の増に伴うも

のでございます。

次に、教職員人事費でございますが、２億

9,001万円の増額でございます。これは、教

職員の希望退職者や自己都合退職者が当初見

込みより増加したことなどによる退職手当２

億6,493万7,000円の増額、管理運営費の経費

節減による306万円の減額、教育職員免許法

改正により、平成21年度から教員免許の更新

制が施行されることに伴う全国教員免許管理

システム開発のための免許事務費2,813万3,0

00円、これは全額国庫でございますが、この

増額によるものでございます。

次の教職員費は、上段が小学校、下段が中

学校分でございますが、小学校費については

６億137万8,000円の減額、中学校費について

は４億3,633万5,000円の減額でございます。

いずれも、教職員にかかる給与費の減、旅費

の節減によるものでございます。

次に、８ページをお願いいたします。

高等学校総務費でございますが、３億6,14

9万円の減額でございます。これは、教職員

にかかる給与費の減によるものでございま

す。

次の全日制高等学校管理費、定時制高等学

校管理費、通信教育費の３項目は高等学校の

管理運営費でございますが、全日制高等学校

管理費が1,926万5,000円の減額、定時制高等

学校管理費が97万円の減額、通信教育費が20

万円の減額でございます。これは、いずれも

学校運営費の節減によるものでございます。

次に、９ページをお願いいたします。

特別支援学校費でございますが、１億5,56

5万5,000円の減額でございます。これは、教

職員に係る給与費の減、学校運営費の節減、

就学奨励費の執行残によるものでございま

す。総額12億4,992万円の減額をお願いして

おります。

続きまして、繰越明許費の設定について御

説明申し上げます。18ページをお願いいたし

ます。

教育総務費のうち免許事務費でございます

が、平成21年度から教員免許の更新制が施行

されることに伴い、全国教員免許管理システ

ム開発のため平成19年度補正予算に計上し、

早急に事業に取りかかる必要がありますが、

事業の性質上、相当の期間を要するため次年

度へ繰り越すものでございます。

以上、御審議のほど、よろしくお願いいた

します。

○遠藤社会教育課長 社会教育課でございま

す。資料は、10ページでございます。
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初めに、社会教育総務費7,245万6,000円の

減額につきまして、主な理由を御説明いたし

ます。

まず職員給与費ですが、社会教育課及び関

係施設職員分の給与費の減に伴い 5,253万8,、

000円の減額を行うものでございます。

次に、地域・家庭教育力活性化推進事業費

及び社会教育諸費の減額についてですが、こ

れは放課後子ども教室推進事業の実施箇所数

や実施回数が、当初の予定より減少したこと

が主な理由でございます。

そのほかは、国庫委託金の内示減及び経費

節減等によるものでございます。

、 。続きまして 11ページをお願いいたします

まず、図書館費でございます。主な補正理

由でございますが、図書館職員分の給与の年

間所要額の確定に伴う職員給与費の増、及び

管理運営費の経費節減によるものでございま

す。トータルで197万1,000円の減額でござい

ます。

青年の家費41万8,000円の減額及び少年自

、然の家費56万8,000円の減額につきましては

経費の節減によるものでございます。

以上、総額7,541万3,000円の減額補正でご

ざいます。御審議のほど、よろしくお願いい

たします。

○堀田人権同和教育課長 人権同和教育課で

ございます。資料の12ページをお願いいたし

ます。

教育指導費でございますが、事業執行見込

み減に伴いまして、総額46万3,000円の減額

補正をお願いしております。

、 。御審議のほど よろしくお願いいたします

以上です。

○梶野文化課長 文化課でございます。資料

13ページをお願いします。

まず、文化費ですが、２億1,633万3,000円

の減額をお願いしております。

減額の主なものとしましては、説明欄２の

文化財調査費は、国などの公共事業に伴い県

が受託した埋蔵文化財発掘調査の経費でござ

いますが、新幹線建設工事等に伴う発掘調査

の調査範囲の減少などにより １億9,974万9,、

000円を減額するものでございます。

なお、これらの経費につきましては、国な

どの事業主が全額を負担しております。

次に、３の文化財保存管理費の減額の主な

ものとしましては、(1)の文化財保存事業が

市町村等が行う国や県指定文化財の保存整備

事業の一部を県が補助する事業でございま

す。国庫補助金の内示減などにより、1,318

万2,000円を減額するものでございます。

そのほか(5)の鞠智城整備事業は、歴史公

園整備費に係る国庫補助金の内示減により1,

165万円の減額でございます。

、 、次に 14ページの美術館費でございますが

総額43万1,000円の増額をお願いしておりま

す。

主なものとしましては、説明欄１の職員給

与費について、所要額の確定に伴い247万7,0

00円の増額をしております。

２の管理運営費につきましては、経費節減

や執行残などにより、499万8,000円を減額し

ております。

５の美術品取得基金積立金につきまして

は 基金の運用利息の積み立てによる315万2,、

000円の増額分でございます。

次に、繰越明許費の設定について御説明し

ます。資料の19ページをお願いします。

文化財保存事業費ですが、市町村等が実施

する国や県指定文化財の保存整備事業の一部

を補助するものですが、主なものは熊本市が

実施する熊本城の屋根部分の保存・修理工事

費について国の交付決定がおくれ、年度内完

了が困難となったことにより繰り越すもので

ございます。

文化課分については、以上でございます。

、 。御審議のほど よろしくお願いいたします



- 10 -

○八十田体育保健課長 体育保健課でござい

。 、 。ます 資料は 15ページをお願いいたします

まず、保健体育総務費として2,669万5,000

。 、円の減額補正をお願いしております これは

職員給与費の減と、通学路安全確保スクール

バス活用推進事業等の国庫委託金の内示減等

によるものでございます。

次に、体育振興費として836万4,000円の減

額をお願いしております。全国スポーツレク

リエーション祭の選手派遣事業の執行残等に

よるものでございます。

次に、体育施設費として1,171万円の減額

をお願いしております。これは、体育施設広

告募集事業に係る指定管理者の委託料の減等

によるものでございます。

以上、総額4,676万9,000円の減額をお願い

しております。

、 。御審議のほど よろしくお願いいたします

○橋口施設課長 施設課でございます。資料

は、16ページでございます。

学校建設費ですが、４億3,400万円余の減

額をお願いしております。このうち主な内容

を申し上げますと、説明欄の(2)校舎新・増

改築事業、(5)その他施設整備事業、(6)身体

、 、障害者施設整備事業 及び(7)耐震改修事業

いずれも入札に伴う執行残及び節減でござい

ます。

続きまして、繰越明許費の設定について御

説明申し上げます。資料は、19ページでござ

います。

高等学校費のうち高等学校施設整備事業で

すが、菊池高校校舎等改築事業に係る繰り越

しでございます。当事業につきましては、昨

年度の関連工事の入札契約に不測の時間を要

しまして、特別教室等改修及び第一体育館解

体の年度内完了が困難となったため、２億6,

900万円余を次年度へ繰り越すものでござい

ます。

以上、よろしくお願いいたします。

○吉永和世委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、付託議案について質疑を受

けたいと思います。質疑はありませんか。小

杉委員。

○小杉直委員 教育委員会の学校人事課長、

７ページ、教育委員会の各課の説明を受けま

したばってんが、減額は総計の21億円でした

かな。(｢12億です」と呼ぶ者あり) 学校人事

課だけだろう。(｢学校人事課で14億です」と

呼ぶ者あり)教育長の説明で、全体で21億だ

ったかな。

この中に、減額がほとんどの中で、希望退

職見込み者の増で２億6,400万円余が出てお

るですね。これは希望退職者が、見込みより

もふえたんですかな。

○松葉学校人事課長 そのとおりでございま

す。

○小杉直委員 そうすると、その理由はどぎ

、 。ゃんですか 見込みよりふえたという理由は

さまざまあるでしょうばってんが、どぎゃん

とが理由なんですか。

○松葉学校人事課長 希望退職は御家庭の都

合、介護等が必要になったとか、御本人さん

の病気治療のためというのもございます。そ

ういったのが一番多いというふうに思ってお

ります。

○小杉直委員 給料が上がらないとか、手当

が下がったとか、そういうことの原因は考え

られませんか。

○松葉学校人事課長 少なくとも今回、増加

している分については、そういうのはなかっ

たというふうに思います。
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○小杉直委員 大体、平成13年に財政健全化

策をつくった後は、それ以前は不用額が相当

ありまして、毎回毎回削るという方向で、や

やもするとその中にちょっと余分にというふ

うな傾向がなかったとは言えなかったわけで

すが、平成13年以降は絞るしこ絞って、絞っ

たタオルから水滴も出ないような状況の中

で、教育委員会も県警も相当苦労して絞って

あるというふうに思いますが。

県警の方にお尋ねですが、吉村会計課長。

結局６億ぐらい減額したですね。どういうふ

うな方針とか心構えで、これだけ削りができ

ましたですか。

○吉村会計課長 御説明いたします。

委員御指摘のように、県の財政状況は極め

て厳しいということで、昨年７月に、いわゆ

るサマーレビューという課題が熊本県警に対

してもありまして、14.5％の削減と、これは

人件費、義務的経費等は除くわけでございま

すが、そういった課題の中で、他方、県民の

安全・安心を守るという治安インフラ、これ

につきましては予算的な性格として義務的経

費的な要素もあるものですから、一律に削減

にはなじまないのではないか。それから、大

量退職期ということで、現場執行力の確保・

低下ということが非常に懸念される状況もあ

るといったようなことで、当然さまざまな、

回線使用料の見直しでありますとか、各事業

の見直しを徹底してやりました。

その上で、先ほども本部長の方から報告を

しましたが、一方で防弾ヘルメットでありま

すとか防弾楯、これは命にかかわる問題でも

ありますので、そういったものは緊急に整備

をしなければいけない。それから災害につき

ましても、昨年の美里町での水害であります

とか、そういったものに対処するための装備

も整備しなければいけない。そういったとこ

ろで、削るべきところは削り、強化すべきと

ころは強化するというふうなことで、財政当

局にるる説明を申し上げまして御理解を求め

た結果、最終的には物件費が８％の減、人件

費等におきましては給与の減額がございま

す、これは若手警察官と高年者の警察官と相

殺をしますと相当額、８億程度の給与減額が

あります。他方、退職金については増という

ようなことで、相殺しますとプラマイゼロ的

な形で、プラス・マイナスはほとんどなくな

ったわけでございますが、物件費いわゆる事

業費につきましては８％の減といったような

ことでございます。それから投資的経費につ

きましては、水俣警察署の新築工事は途中で

ございます。ことしの10月に竣工予定でござ

いますが、こういったものの予算が計上され

ておりますので、トータルとしまして、県警

としましては約0.5％の減というような現状

になっております。

○小杉直委員 わかりました。

教育委員会も教育問題の向上のためには、

それだけの予算が要るわけですな。県警も、

やっぱり治安対策のためにはそれだけの予算

が要るわけですが、他方、減額せざるを得な

いという予算状況の中ですね。

ここで私は、それぞれに増額をしたらどう

ですかと言いたいところですけれども、それ

は言えないという現状にあるわけですが、ど

うぞひとつ教育向上対策あるいは治安対策と

のバランスをよく考えながら、今後とも推進

していただきたいなというふうに要望してお

きます。わかりました。以上です。

○氷室雄一郎委員 警察関係でございますけ

れども、軒並み減額でございますが、退職手

当は３億3,000万円でしょうかね。知事部局

では、団塊の世代の大量退職は若干おくれる

わけでございます。警察は若干早い大量退職

の時代を迎えていると思うんですが、一番多

い時期はいつになりますかね。
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○松本警務課長 警務課長の松本です。

現在、大量退職時代に入っておりまして、

既に５年前から入っております。最も多い時

期というのは、今年度からまた来年度にかけ

まして、毎年大体120名近くが退職をしてい

くと。既に、これまでに1,000人ほど新たに

人員が入れかわっておりまして、また今後の

５年間にさらに1,000名程度が入れかわると

いうことで、まさに委員御指摘のように、現

在、大量退職の時代を迎えております。やや

県よりも若干先に大量退職時代に入っている

というふうに考えております。

○氷室雄一郎委員 人数的に一番多いのは、

原則的には来年になるんですかね。

○松本警務課長 最も多いのが、平成19年度

、 。 。ですね 本年度です 120名近くになります

○氷室雄一郎委員 来年度は、予測として…

…。

○松本警務課長 来年度は、これより若干少

なくなりますが、100名は退職人員となりま

す。

○氷室雄一郎委員 そうすると、その補充と

いいますか、新しく採用されるのは人数的に

は変化はないわけですか。

○松本警務課長 当然、警察官の定員が3,03

0名という中で動いておりますので、この分

の退職者に見合う数を採用していくというこ

とになります。

○氷室雄一郎委員 ことしと来年が一番多い

んじゃないかということでございますけれど

も、きのうも警察の方にいろいろお話を聞い

て、世代間のギャップといいますか、そうい

う面で非常に御苦労されているというお話を

聞きました。やはり、ここ数年が一番難しい

時代ではないかと思っていますので、退職手

当はふえるばかりで、ほかの財源は減ってお

るということで、また若い方々の育成を急が

なければならないというお話もお伺いしまし

たけれども、今後御努力をいただければと思

っております。

○平野みどり委員 関連なんですが、教育委

員会も含めて退職手当が多いという中で、先

ほど御家族の介護とかそういった事情でやめ

。 、られる方たちも多いと 御本人が御病気とか

そういう部分も含めてということでよろしい

ですか。

それで、ちょっと気になっているのが、平

成18年度のデータで、数字をちょっと持ち合

わせていないのですけれども、例えば熊本県

の教育委員会の教職員の中で病気療養中の方

々がどれくらいいらっしゃるかという数字、

そしてその中の精神的な疾患の方がどれくら

いかという数字は今お持ち合わせでしょう

か。平成18年度のは、出ていたような気がす

るんですけれども。

○松葉学校人事課長 19年６月２日現在の資

料は今ありますけれども、全体で97人の方が

休職をされておられまして、一般疾患がその

うち22、精神疾患が75という数字でございま

す。

○平野みどり委員 算数がすぐできないんで

すけれども、恐らく７割ぐらいかなと思われ

ますが、全国的な数字からすると、熊本県は

メンタルヘルスの関係で病気療養の方が多い

ですね。よそは６割台がせいぜいで、７割と

いうのは、チャートを見たときにちょっと突

出していたんですね。そういった部分で、若

くして病気療養になられて、一定期間を過ぎ

ますと退職せざるを得なくなりますが、その
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中でメンタル等で退職されている方たちも、

この数字の中にはいらっしゃるということで

しょうか。

○松葉学校人事課長 精神性疾患の場合はち

ょっと長期の治療期間を要するということで

ございますが、復職をされる方も結構多うご

ざいまして、休職から精神性疾患で引き続き

退職をするというのは、数的にはほとんど覚

えがない気がいたします。

○平野みどり委員 わかりました。少し安心

しましたが、きちんと職場とかいろんな厚生

関係の施策でサポートしながら、悪化しない

で、まともな形の教職活動ができるようにし

ていただきたい。追い込まれてしまうような

いろんな状況が、特に熊本県が率が高いとい

うことにあるのかなと思いますが、そこら辺

をしっかり分析をされて、まだ退職には追い

込まれてはいないということなので少し安心

しましたけれども、重篤にならないように手

当てをしていただきたいなというふうに思い

ます。ありがとうございます。

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。

(｢済みません、もう一つ」と呼ぶ者あり)は

い、平野委員。

○平野みどり委員 ちょっと私もわからない

ので教えていただきたいんですが、その免許

、 、費のところですけれども 教職員の免許制度

これは結局更新をしていって、それに合わな

い場合は職場を出ていただくというか、教職

活動ができなくなるというような形になって

いくわけでしょうか。

○松葉学校人事課長 10年の免許更新制とい

うことになります。基本的には、更新時期の

来る年の前２年間で、大学等で単位等を取っ

ていただくというような形ですが、大学等で

試験の結果等で落ちるということもあるやに

聞いていますが、ほとんどは受講されれば通

られるんじゃないかというふうに思っており

ます。

○平野みどり委員 ちょっと言い過ぎのよう

な……。要するに、結局、日常の教職活動を

している中で、さらに時代に合うような形の

教育ニーズも含めて、一定期間研修をしてい

ただくようなそういう仕組みで、それで確認

をしながら、さらに教職活動をしていただけ

るかどうかということを見極めるというよう

なことでしょうか。ふるいにかけるための免

許制度だというところがちょっとですね。

○松葉学校人事課長 教育再生会議の中で、

そういうふるいにかける、不適当な教員を排

除するという論理で主張されたこともありま

すが、結果的には委員がおっしゃったように

知識等のリニューアルという形でやっていく

ということで、今の制度は成り立っていると

ころでございます。

○平野みどり委員 わかりました。

○柿塚教育長 委員長、ようございますか。

先ほどのは、ちょっと我々の立場を越えて課

長がちょっと発言したようにあるんですが。

国レベルで全国のいわゆるそういう基準が

異なると、各都道府県はまたばらばらになる

ものですから、そのガイドライン、いわゆる

評価の観点の到達度、そういうものを今から

国が示してきますので、それに基づいて大学

が講座を、項目はもう決まっておりますが、

そういうものでやって、この先生はここまで

到達した、こういうレベルを持っていると判

定されたら「丸」というような感じになる予

定になっております。すべて受けたら「丸」

ということではありませんので、誤解のない

ようによろしくお願いいたします。



- 14 -

○平野みどり委員 はい、わかりました。

それと一方、いろんな民間の方々に教育活

動にかかわっていただくような流れも出てき

てはいますけれども、そこら辺の免許の整合

性ということに関しては、今後どうなってい

くんでしょうか。

○柿塚教育長 現在も、先ほどの一般の質問

でも私は部分的にお答えした面があるわけで

ございますけれども、そこの面は今までと同

じように、いわゆる特殊免許という方法もあ

るし、免許がなくても担任の先生がついてお

れば、今までと同じように地域の料理とか地

域の伝統文化、そういうものを近所のじいち

ゃん、ばあちゃんが来て先生のもとで指導し

ていただく、そういうものは今からもどんど

。 、んやっていきます そういう意味においては

免許とはちょっと離れた部分もあるわけでご

ざいます。

しかし、特別免許状で民間の方の専門的な

、 、ものをお持ちの方を雇用して そういう方を

例えばＩＴ関係で非常に詳しい方が早くやめ

られた、そしていろんな都合で熊本に帰って

こられた、すごい方がおられる、そういう人

を使わん手はないじゃないかということで、

うちとしては特別免許状を交付して、その方

を工業の電子なら電子、機械なら機械、建築

なら建築、そういうところに雇用していく、

そういう方法等も、そういう数の確保的な、

標準的な考え方でも大体緩やかになってきて

おりますので、それはもう十分やっていける

と思っております。

○平野みどり委員 基本的には、その流れを

私は否定するものじゃないんですね。ただ、

現場の感覚をしっかりと持っていただくとい

う部分は、特別の免許ということであっても

十分大事だろうというふうに思っていますの

で、今後、現場でのあつれき等が生まれない

ように、そこら辺は十分見ていっていただき

たいなというふうに思います。

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。な

ければ、これで質疑を終了します。

ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第７号及び第11号について一括

して採決したいと思いますが、御異議ありま

せんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。

議案第１号ほか２件について、原案のとお

り可決することに御異議ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号ほか２件については、原

案のとおり可決することに決定いたしまし

た。

次に、平成20年度一般会計当初予算及び条

例等の議案について、審査を行います。

まず、議案について警察本部、教育委員会

の順に、執行部の説明をお願いします。吉村

会計課長。

○吉村会計課長 予算関係議案につきまし

て、お手元の資料に基づき説明いたします。

第23号議案平成20年度熊本県一般会計予算

の警察費につきましては、まず資料６ページ

をごらんください。

本年度欄に記載しておりますとおり、警察

費総額424億4,106万5,000円をお願いしてお

ります。

それでは、資料１ページに戻っていただき

まして、内容について御説明いたします。

まず、公安委員会費総額791万円は、公安

委員会の公安委員の報酬及び公安委員会の運

営に必要な経費でございますが、報酬単価の

改定により減額となっております。

次に、警察本部費総額356億2,372万5,000



- 15 -

円は、職員の給与、警察業務の管理等に必要

な経費でございます。

次に、順次主要な項目について御説明させ

ていただきます。

説明欄３の警察一般管理費のうち、(19)の

警察統合ＯＡ整備費は、警察官増員分のパソ

、 、コン等機器の増強整備 既設機器の維持管理

操作情報データベースシステムの改修など、

警察行政のＯＡシステム化を図るための経費

でございます。

(23)の遺失物管理システム整備事業は、昨

年12月10日に改正遺失物法が施行され、本県

から他県に対する貴重な拾得物件に関する情

報の通報や、インターネット等の利用による

拾得物件に関する情報の公表など、遺失物の

取り扱いに関する新たな制度が義務づけられ

ましたことから、新たに導入しました遺失物

管理システムの維持管理に要する経費でござ

います。

２ページに移ります。

装備費総額５億6,285万7,000円は、県警保

、 、 、有の車両 船舶 ヘリコプター等の維持管理

資機材の整備及び各種警備活動に必要な経費

でございますが、犯罪捜査及び救命救急活動

並びに警備活動等に活用しておりますヘリコ

プターの法定点検に要する経費が増となって

おります。

説明欄の警察装備品維持管理費のうち (4)、

の装備品維持管理費は、平成19年度９月補正

予算で認めていただきました防弾資機材の整

備につきまして、本県を含む九州北部で発砲

事件が続発している情勢等を踏まえ、５カ年

から３カ年に整備計画を短縮してお願いして

おります。

次に、警察施設費総額14億7,349万3,000円

は、警察施設の整備及び維持管理に要する経

費でございます。

説明欄２の警察施設整備費のうち、(3)の

新水俣警察署庁舎整備事業は、平成19年度に

債務負担行為を設定しております庁舎新築工

事等２カ年目に要する経費でございます。す

でに昨年10月に着工しており、本年10月に完

成を予定しております。

(4)の警察施設整備費、これは宿舎借り上

、 、げ事業でございますが これにつきましては

御船警察署及び宇城警察署管内に、民間から

宿舎を借り入れることで、宿舎不足への対応

及び警察職員の有事速報体制の確保を図るも

のでございます。

３ページに移ります。

運転免許費総額10億4,328万8,000円は、運

転免許業務に必要な経費でございます。

運転免許証の偽造防止とプライバシーの保

護を図るために、本年１月４日から導入して

おりますＩＣカード免許証の発行等に要する

経費が増となっております。

次に、恩給及び退職年金費総額１億3,288

万8,000円は、昭和37年11月30日以前に退職

しました警察職員及びその遺族に対し支給す

る恩給及び扶助料でございます。

４ページに移ります。

警察活動費総額35億9,690万4,000円は、一

般警察、生活安全、地域、刑事、交通警察の

運営に必要な経費でございます。

説明欄１の一般警察運営費のうち、(4)の

犯罪被害者支援活動の推進につきましては、

犯罪被害者及びその家族等の二次的被害を防

止し、経済的負担の軽減などを図るため、各

種施策の充実強化、民間被害者支援団体の育

成支援など、総合的な対策を推進し、被害者

等を支援する社会環境の醸成を図るための経

費でございます。

(7)の重要備品等整備費につきましては、

近年、他県で頻繁に地震災害が発生している

ほか、本県におきましても大雨災害等が発生

している状況を踏まえ、大規模災害等の緊急

事態に対応するため、現地警備本部等に活用

しますフレーム式テント及び水深85センチま

で運転可能な耐水機能を有する被災地活動用

車両の整備に要する経費をお願いしておりま
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す。

説明欄２の生活安全警察運営費のうち (6)、

の安全で安心なまちづくり事業費は、防犯ボ

ランティアの物的支援強化、具体的には防犯

ボランティアに対する物的支援、昨年は280

万円でございましたが、平成20年度におきま

しては500万円を計上しております。

これら自主防犯活動の活性化を図るなど、

犯罪の未然防止を行うとともに、県民の自主

防犯意識を高め、犯罪の起きにくい社会環境

を醸成し、安全で安心なまちづくりを実現す

るための経費でございます。

(7)の少年非行防止活動の推進は、厳しい

少年非行情勢に的確に対処し、凶悪、粗暴、

低年齢化傾向にある少年非行の防止及び保護

対策を総合的に推進することを目的とする経

費でございます。

特に、本年度から導入しておりますスクー

ルサポーター制度につきましては、警察官Ｏ

Ｂを熊本北、南及び東の３警察署に配置して

おりますが、新たに宇城警察署及び八代警察

署に２名増員配置して、学校と連携し防犯指

導など少年の健全育成のための活動を行うた

めの経費でございます。

５ページに移ります。

説明欄３の地域警察運営費のうち、(3)の

交番・駐在所の機能強化は、交番相談員の配

置等により交番・駐在所機能の充実強化を図

るとともに、地域警察官によるパトロール活

動等の時間を確保し、県民が安心して暮らせ

る安全な社会の確立を目的とする事業でござ

います。

本事業につきましては、平成５年度に制度

、 、を導入し 順次増員を図ってまいりましたが

平成20年度も６人増員し70人の体制で運用す

ることで、一時的不在交番を解消し、来訪者

等への対応に間隙を生じさせず、あわせて警

察官のパトロールを初めとした街頭活動をよ

り強化するための経費でございます。

説明欄４の刑事警察運営費のうち(5)の海

外語学研修費は、語学力と国際捜査能力を重

視した国際犯罪捜査官を継続的に育成するた

め、シンガポール国立大学に北京語の研修生

として派遣するための経費でございます。

(10)の振り込め詐欺防止のための総合対策

事業につきましては、おれおれ詐欺、架空請

求詐欺及び融資保証金詐欺、そして新たな手

口である還付金詐欺を含めた総称であります

振り込め詐欺事件が、本県におきまして前年

比では減少しておりますものの、その被害は

258件、被害額は約１億5,400万円と、依然と

して甚大なものであります。

このようなことから、振り込め詐欺の被害

を防止するための対策として、テレビスポッ

ト広報等により、県民に対して振り込め詐欺

に遇わないための注意点を広報し、引き続き

県民の被害防止に対する意識啓発を図るため

のものでございます。

６ページに移ります。

説明欄５の交通警察運営費のうち(5)の自

転車事故防止総合対策事業は、昨年の人身交

通事故の分析結果に基づき、減少傾向の見ら

れない自転車事故の発生と、通行ルールを遵

守せず自転車の無秩序な走行が危険であると

社会問題化している現状を受け、自転車利用

者の安全意識啓発と自転車の安全利用促進を

図るものでございます。

交通安全教室をより効果的にするために、

小学生に対して子ども自転車免許証の交付や

高齢者に対して反射材を使用した自転車用高

齢者マークの配布等を行う経費でございま

す。

(7)の暴走族総合対策の推進は、県民の平

穏な生活を著しく侵害する暴走行為をなくす

ため、暴走族取り締まり用資機材の整備を行

うとともに、暴走族への人的供給を遮断する

ため、中学生を対象とした暴走族加入阻止教

室の開催等を行うための経費でございます。

(8)の道交法改正に伴う違法駐車対策の強

化は、放置車両の確認及び標章の取り付けに
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関する事務の民間委託等に関する経費でござ

います。

説明欄６の交通安全施設費11億261万6,000

円は、信号機の新設、渋滞状況や観光地への

旅行時間などの情報を提供する交通情報板の

新設、道路標識の更新など交通の安全・円滑

化の一層推進を図るための経費でございま

す。

７ページに移ります。

債務負担行為については、事項欄にありま

すとおり熊本県警察職員住宅借り上げとしま

して、平成21年度から平成40年度にかけまし

て３億5,078万4,000円の設定をお願いしてお

ります。

、 。以上 よろしく御審議をお願いいたします

○松本警務課長 警務課です。

警察から提案しております２つの条例案に

ついて、御説明いたします。文教治安常任委

員会説明資料の１「条例関係」としました資

料に基づき説明いたします。資料の１ページ

をごらんください。

まず、第75号議案熊本県警察の警察署の名

称、位置及び管轄区域に関する条例の一部を

改正する条例の制定についてであります。

これは、熊本市の住居表示整備事業により

まして、小島中町などの町名が変更され２月

18日から施行されたことから、これらの町を

管轄します熊本南警察署の管轄区域の表記を

改めるものであります。

資料の３ページに、新旧対照表を示してお

りますけれども、小島中町が廃止され、新た

に小島１丁目から９丁目までの表記が加えら

れるものです。施行日は、公布の日を予定し

ております。

次に、資料の４ページをごらんください。

第76号議案熊本県警察の職員の特殊勤務手

当に関する条例の一部を改正する条例の制定

についてであります。

これは、特殊勤務手当対象作業のうち、銃

器等使用犯罪現場における犯人逮捕等作業、

銃器等使用犯罪現場における犯人逮捕のため

の固定配置等作業、及び銃器使用犯人逮捕の

ための固定配置等作業の３種類の作業につき

、 。まして 支給単価を改正するものであります

資料の６ページに、新旧対照表を示してお

りますが、これらの作業は銃器を使用した立

てこもり事件や暴力団対立抗争事件など、現

場における極めて危険、困難、特殊な作業に

支給されるものでありますが、現行の支給単

価は必ずしもそれに見合うものでないため、

作業の特殊性に応じた支給単価に変更するも

のであります。

施行日は、平成20年４月１日を予定してお

ります。

以上でございます。御審議のほど、よろし

くお願いいたします。

○吉村教育政策課長 教育政策課でございま

す。

教育委員会の資料で、括弧内に当初予算、

条例関係と書かれた説明資料１ページをお開

きください。教育委員会の平成20年度当初予

算総括表が載っておるかと思います。

一般会計予算は骨格予算で 総額1,600億9,、

000万円余となり、対前年度当初予算比で2.7

％の減額となっております。各課別内訳は、

一覧表のとおりでございます。

また、２つの特別会計を加えた教育委員会

の予算総額は、1,616億3,000万円余、対前年

度比2.7％の減額となります。

それでは、２ページをごらんください。教

育政策課の分でございます。

教育委員会費として、合計1,497万円を計

上しております。

事務局費では、職員給与費に14億5,910万

円余、事務局の運営費等として、学校におい

てＩＣ機を活用した教育を推進する情報化推

進事業と、事務局運営費等に２億5,508万円

余、合計17億1,499万8,000円を計上しており
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ます。

教育振興計画の進捗状況については、後ほ

ど報告いたします。

事務局職員及び学校教職員の児童手当５億

2,084万円を計上しております。

、 、それから 恩給等の４億9,570万9,000円は

現在、教職員共済年金制度が開始された昭和

37年12月以前に退職された教職員及びその遺

族の方に支給する恩給等でございます。

以上、総計27億4,651万円余となります。

御審議のほど、よろしくお願いいたします。

○中村福利厚生課長 福利厚生課について、

御説明申し上げます。資料の３ページをお願

いいたします。

事務局費でございますが、373万3,000円を

お願いしております。これは、課の運営費及

び事務局職員の定期健康診断に要する経費で

ございます。

次に、教職員人事費でございますが、３億

975万3,000円をお願いしております。

内訳といたしましては、まず教職員住宅建

設事業費でございますが、平成８年度から平

成13年度までに建設をいたしました教職員住

宅に係る公立学校共済組合への償還金等でご

ざいます、及び平成20年度で廃止を予定して

おります教職員住宅８戸の解体に要する経費

でございます。

なお、償還金の償還期間を５年間延長いた

しまして、単年度におきます償還額の平準化

を行っております。

次に、教職員住宅管理費は、教職員住宅の

修繕に要する経費でございます。

最後に、教職員福利厚生事業費でございま

すが、地方公務員法の規定に基づきまして、

教職員の健康管理等、福利厚生事業を計画し

実施するものでございまして、事業内容とい

たしましては人間ドッグを中心といたしまし

た教職員の健診事業に要する経費でございま

す。

以上、総額３億1,348万6,000円でございま

す。

続きまして、債務負担行為の設定について

御説明申し上げます。資料の27ページをお願

いいたします。

先ほど申しました教職員住宅建設事業にお

きます償還費の平準化に伴うものでございま

す。

以上、よろしく御審議のほどをお願いいた

します。

○石井高校教育課長 高校教育課でございま

す。資料は、４ページをお願いいたします。

まず、一般会計予算について主なものを御

説明申し上げます。

事務局費は、530万2,000円をお願いしてお

ります。

説明欄の(2)の県立高等学校教育整備推進

事業は、県立高校の再編整備を推進するため

の経費でございます。

次に、教育指導費は３億7,371万3,000円を

お願いしております。

説明欄１の学校教育指導費のうち、(3)の

特別支援教育振興事業費は、特別な教育的支

援を必要とする児童生徒に対して、適切な支

援を実施するための連絡体制整備等を図るた

めの経費でございます。

(5)の地域重点校育成推進事業は、地域か

ら特に進学に対するニーズが高い学校を指

定・育成し、生徒一人一人の進学の実現を図

り、またそのノウハウを県全体へ普及するも

のでございます。

、 。次に 資料の５ページをお願いいたします

(7)の高校生就職先確保事業は、求人が少

ない状況にあります学校について、教員によ

る求人開拓を強化するための新規の事業でご

ざいます。

(11)の県立学校薬品等適正管理事業でござ

いますが、学校で実験、実習等に使用する薬

品のうち、毒・劇物を適正に処分するための
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委託費等の費用でございます。これも新規で

ございます。

説明欄の２教員研修費は、教員の資質の向

上を図る各種研修事業に要する経費でござい

ます。

６ページをお願いいたします。

３の児童生徒の健全育成費につきまして

は、高校生の健全育成や学校への適応指導等

を図るために要する経費でございます。

高等学校総務費の1,116万1,000円は、高等

学校入学者選抜学力検査に要する経費でござ

います。

教育振興費２億1,629万4,000円は、理科及

び数学教育関係の設備整備や定時制・通信制

修学奨励資金貸与などの事業に要する経費で

ございます。

資料７ページをお願いいたします。

学校建設費の5,883万7,000円は、宇土高校

及び八代高校への併設型中高一貫教育導入に

必要な施設整備の設計委託費でございます。

これは、昨年の12月議会におきまして御了承

いただきました債務負担行為に伴うものでご

ざいます。

次の特別支援学校費の128万2,000円は、特

別支援教育に必要な設備整備のための経費で

ございます。

次の保健体育総務費の912万6,000円は、定

時制高等学校生徒の給食補助費などに要する

経費でございます。

県立高等学校実習資金特別会計繰出金6,96

5万2,000円及び8ページの育英資金貸与基金

特別会計繰出金１億370万2,000円は、それぞ

れの特別会計に繰り出すというものでござい

ます。

以上、一般会計８億4,906万9,000円をお願

いしております。

続きまして、特別会計について御説明申し

上げます。

まず、熊本県立高等学校実習資金特別会計

でございます。

農業高等学校費の１億6,269万4,000円は、

農業関係高等学校12校の実習運営に関する経

費でございます。

水産高等学校費の9,739万9,000円は、苓洋

高等学校における実習船及び校内実習の運営

費でございます。前年度に対しまして3,265

万2,000円の増となっておりますが、実習船

「くまもと丸」の法定検査の年度に当たりま

すので、ドッグ経費の増加それから燃料費の

高騰等が主な要因でございます。

次に、熊本県育英資金貸与基金特別会計で

ございます。

育英資金貸与金の12億7,940万5,000円は、

高校生・大学生等を対象とした育英資金の貸

付金の経費でございます。

次に、９ページをお願いいたします。

特別会計につきまして、15億3,949万8,000

円をお願いしております。一般会計及び特別

会計の総額は、23億8,856万7,000円でござい

ます。

最後に、27ページをごらんいただきたいと

思います。

一番下の育英資金貸与基金特別会計の債務

負担行為の設定につきまして、育英資金シス

テム用のパソコン用賃貸借契約のために、平

成21年度分を８万7,000円お願いしておりま

す。

以上でございます。御審議のほど、よろし

くお願いいたします。

○木村義務教育課長 義務教育課でございま

す。資料の10ページから12ページをお願いい

たします。

一般会計の教育指導費３億317万9,000円、

教育センター費6,928万4,000円及び保健体育

総務費629万7,000円をお願いしております。

、 。まず 10ページの教育指導費でございます

主なものについて、御説明させていただきま

す。

２の学校教育指導費でございます。(3)の
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環境教育推進事業は、環境再生と立ち上がる

水俣の姿を現地における体験を通して学習す

る子どもエコセミナー、及び環境保全活動の

定着を図るための学校版環境ＩＳＯコンクー

ルに要する経費でございます。

(7)の「かがやけ！肥後っ子」事業は、大

学と連携した幼稚園・保育所と小学校の接続

期の実践研究と就学前教育の振興・充実モデ

ル事業の実施、また幼稚園教員等の資質向上

のための研修等に要する経費でございます。

(8)の学力向上対策事業は、児童生徒の学

力の状況を客観的に評価できる問題「ゆうチ

ャレンジ」の開発や、県内小・中学校の６割

を対象に実施する熊本県学力調査等に要する

経費でございます。

３の教員研修費でございますが、11ページ

をお願いいたします。

(5)の指導力強化研修事業は、指導力が不

足している教員に対し、教育センターで原則

１年間の集中研修を行うための経費でござい

ます。

４の児童生徒の健全育成費でございます

が、(2)のいじめ・不登校対策総合推進事業

は、いじめや不登校問題の解消及び未然防止

のため、いじめ対策検討委員会や不登校等対

策検討委員会の設置、及びスクールカウンセ

ラー等の配置による教育相談体制の整備に要

する経費でございます。

続きまして、11ページから12ページにかけ

ての教育センター費でございます。これは、

県立教育センターの管理運営費や、センター

において実施する研修事業、情報教育のため

の機器のリースに要する経費等でございま

す。

最後に、保健体育総務費でございます。

(1)の食育推進事業は、食育推進のための

指導者の養成研修や実践発表会を実施するた

めの経費でございます。

以上、一般会計総額３億7,876万円でござ

います。御審議のほど、よろしくお願いいた

します。

○松葉学校人事課長 学校人事課でございま

。 。す 説明資料の13ページをお願いいたします

まず、事務局費３億4,976万4,000円は、教

育委員会事務局職員の退職手当でございま

す。

次に、教職員人事費113億7,826万4,000円

は、教職員の退職手当のほか、課及び教育事

務所運営費等に要する管理運営費や免許事務

費及び教員採用選考考査に要する経費でござ

います。

次に、教職員費634億7,324万3,000円は、

小学校の教職員の給与費及び旅費でございま

す。

次の14ページをお願いいたします。

教職員費357億458万1,000円は、中学校の

教職員の給与費及び旅費でございます。

次に、高等学校総務費282億4,438万5,000

円は、高等学校の教職員に係る給与費及び非

常勤講師配置費などの学校運営費でございま

す。

次に 全日制高等学校管理費17億7,168万3,、

000円は、光熱水費、施設維持管理費等の全

日制高等学校の運営費及び教職員旅費でござ

います。

15ページをお願いいたします。

定時制高等学校管理費3,279万1,000円は、

定時制高等学校の運営費及び教職員の旅費で

ございます。

次に、通信教育費692万1,000円は、通信制

高等学校の運営費でございます。

次に、特別支援学校費88億2,539万4,000円

は、教職員の給与費、光熱水費や施設維持管

理費などの学校運営費及び児童・生徒に対す

る修学奨励のための経費でございます。

以上、前年に比較しまして９億6,927万3,0

00円減の、総額1,497億8,702万6,000円の予

算をお願いしておるところでございます。

、 。続きまして 条例関係をお願いいたします
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28ページをお願いいたします。

議案第72号熊本県立学校職員の給与に関す

る条例及び熊本県市町村立学校職員の給与に

関する条例の一部を改正する条例の制定でご

ざいます。

改正内容は、県立学校職員及び市町村立学

校職員の舎監兼務手当を廃止するものでござ

います。舎監兼務手当は、寄宿舎の舎監を兼

務する職員に支給される特殊勤務手当で、支

給額は月額2,000円から1,000円でございます

が、今回、全国他県等の状況あるいは社会情

勢の変化等を踏まえまして、平成21年３月31

日をもってこれを廃止するものでございま

す。

、 、なお 改正内容に書いてございますように

この改正に伴い関係条例の規定の整備も行う

こととしております。

以上、よろしく御審議のほどをお願いいた

します。

○遠藤社会教育課長 社会教育課でございま

す。まず、資料の16ページをお願いします。

社会教育総務費でございます。説明欄の主

なものを御説明いたします。

２の地域・家庭教育力活性化推進事業費で

ございます。(1)家庭教育力活性化支援事業

は、家庭教育に関するキャンペーンやテレビ

、 。放送 電話相談等に要する経費でございます

(3)の子どもの読書活動推進支援事業は、

子どもの読書活動推進フェスティバルの開

催、おはなしボランティアリーダー養成講座

等に要する経費でございます。

(4)の障害のある子どもたちの読書活動推

進支援事業は、県立図書館、点字図書館、民

間団体等の協力を得て、人材育成のための研

修会等を実施する経費でございます。

(6)の放課後子ども教室推進事業は、放課

後子ども教室推進事業を実施する市町村に対

する補助、そして県が実施する指導者研修事

業等に要する経費でございます。

17ページをお願いいたします。

５の社会教育諸費(4)県生涯学習推進セン

ター運営事業は 「熊本県民カレッジ」にお、

きまして、多様な学習機会を提供する、また

生涯学習に関する総合的な情報提供を行うこ

とに要する経費でございます。

18ページは、図書館費、青年の家費、少年

自然の家費でございます。

図書館費は、県立図書館の職員給与費、管

理運営費等でございます。

青年の家費は、天草青年の家の管理運営費

でございます。

少年自然の家費は、菊池少年自然の家、豊

野少年自然の家の管理運営費でございます。

以上、合計12億1,815万円でございます。

御審議のほど、よろしくお願いいたします。

○吉永和世委員長 次からですね。次は、堀

田人権同和教育課長。

○堀田人権同和教育課長 人権同和教育課の

堀田でございます。よろしくお願いいたしま

す。

資料の19ページをお願いいたします。

まず、教育指導費1,185万3,000円、これは

学校教育指導費としまして、課の運営費及び

人権教育にかかわる教職員の指導力の向上を

図るための各種人権教育研修事業費並びに研

究指定校推進事業費等、また学校におきます

人権教育推進に要する経費でございます。

次に、教育振興費3,157万3,000円、これは

高等学校等の進学奨励費事業としまして、地

域改善対策に伴います、奨学資金を借りてお

られる方からの返済に伴います国庫補助相当

分の国への償還に要する経費等でございま

す。

次に、社会教育総務費2,236万2,000円、こ

れは人権教育推進のための啓発資料作成費及

び市町村の地域人権教育指導員に対します研

修などの社会教育における人権教育推進に要
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する経費でございます。

以上、人権同和教育課の当初予算の合計額

は、6,578万8,000円でございます。

この予算は、前年度予算と比較しますと、

16.2％の削減を行っております。

御審議のほど、どうぞよろしくお願いいた

します。

○梶野文化課長 文化課長の梶野でございま

す。資料の20ページをお願いします。

文化費につきましては、７億8,503万6,000

円をお願いしております。

説明欄の主なものについて、御説明いたし

ます。

２の文化振興費の主なものとしましては、

(1)の文化振興事業が学校で本物の芸術鑑賞

を体験できるいきいき芸術体験教室事業や、

県子ども民族芸能発表会などを開催する経費

でございます。

次に、３の文化財調査費ですが、(2)の埋

蔵文化財発掘調査受託事業ですが、国などが

行う国道などを初めとした公共事業に伴う埋

蔵文化財発掘調査の受託事業でございます。

次に、４の文化財保存管理費の主なもので

すが、(1)の新規事業の世界文化遺産登録推

進事業は、阿蘇を初め３件の世界文化遺産候

補の登録推進の業務に要する経費でございま

す。

次に、21ページをお願いします。

(5)の文化財保存整備補助金は、市町村等

が実施する県指定文化財の維持補修的な事業

に対して、一定の割合で補助するものでござ

います。

そのほか、(7)、(8)が県立装飾古墳館に係

る管理運営費、調査活動費、(9)が国指定史

跡鞠智城跡の管理運営費、発掘調査費及び利

用者の利便性向上を図るための公園整備費で

ございます。

次に、美術館費につきましては、３億9,56

2万5,000円をお願いしております。１の職員

給与費や２の管理運営費に要する経費のほ

、 、 、か 22ページの４の展覧会事業費は 常設展

企画展を初め、地元報道機関等との共催展や

学校での巡回展を開催する経費でございま

す。

５の永青文庫推進事業費は、開館する永青

文庫展示室の開館記念展、常設展示の開催や

美術品の調査・研究等に要する経費でござい

ます。

６の永青文庫常設展示振興基金積立金につ

きましては、後ほど条例案で説明いたします

が、永青文庫の常設展示の充実を図るため、

地元企業等からの寄附金による基金を新たに

設立し、今後の事業実施に活用していく所存

でございまして、今回の5,000万円は地元企

業からの寄附金による基金への積み立てでご

ざいます。

文化課分は、総額11億8,066万1,000円でご

ざいます。

続きまして、条例案について御説明いたし

ます。資料37ページをお願いします。

条例案は38ページのとおりでございます

が、37ページの資料で御説明します。

議案第73号熊本県永青文庫常設展振興基金

条例についてでございます。これは、県立美

術館に永青文庫展示室が開設されるに当た

り、充実した常設展示を計画的に継続してい

くためには所蔵品を幅広く活用していく必要

があり、こうした美術品等の調査・研究や修

復などを実施していく事業に活用するため、

地元企業等からの寄附金による基金を設置す

るものでございます。

内容につきましては、(1)設置について、

第１条で「熊本県立美術館における永青文庫

常設展示の充実を図り、文化の振興に資する

ため、熊本県永青文庫常設展振興基金を設置

する」としております。

その他の条項につきましては、県のほかの

積立型の基金条例と同様の構成内容となって

おります。
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主な点だけ御説明します。

(2)積み立てについては、第２条で「基金

として積み立てる額は一般会計歳入歳出予算

で定める」としております。

(4)運用益金の処理については、第４条で

「基金の運用により生ずる収益は予算に計上

して、この基金に編入するものとする」とし

ております。

(6)基金の処分については、第６条で「知

事はこの基金の目的を達成するために必要な

経費に充てる場合に限り、予算の定めるとこ

ろにより基金の全部または一部を処分するこ

とができる」としております。

施行日につきましては、公布の日から施行

することとしております。

文化課については、以上でございます。御

審議のほど、よろしくお願いいたします。

○八十田体育保健課長 体育保健課長の八十

田でございます。資料は、23ページをお願い

いたします。

まず 保健体育総務費として ５億154万2,、 、

000円をお願いしております。

主なものは、２の学校保健給食振興費のう

ち(1)の保健管理・指導事業は、日本スポー

ツ振興センター事業に係る災害共済給付金、

県立学校の学校医等に対する報酬等に要する

経費でございます。

(3)の学校安全推進事業は、学校安全ボラ

ンティア養成講習会の開催や地域学校安全指

導員による巡回指導等に要する経費でござい

ます。

次に、体育振興費として２億4,190万8,000

円をお願いしております。

１の学校体育振興費のうち、(2)の学校体

育関係団体育成事業は、九州地区聾学校陸上

競技大会等への選手派遣に要する経費でござ

います。

24ページをお願いいたします。

２の社会体育振興費のうち、(1)の生涯ス

ポーツ振興に関しては、火の国広域スポーツ

センター事業の経費や子どもの体力向上推進

事業等に要する経費でございます。

(2)の社会体育振興に関しては、県民体育

祭開催の補助及び国体等への選手団派遣に要

する経費でございます。

(3)の競技スポーツ振興に関しては、国体

を初めとする各種大会へ向けた競技力強化に

要する経費でございます。

最後に、体育施設費として９億9,698万8,0

00円をお願いしております。県営体育施設６

施設の管理運営及び整備に要する経費でござ

います。

以上、総額17億4,043万8,000円をお願いし

ております。

続きまして、条例関係について39ページを

お願いいたします。

議案第74号「熊本県スポーツ振興審議会条

例の一部を改正する条例」の制定について、

御説明申し上げます。

今回の条例改正は、昨年６月に国のスポー

ツ振興法が一部改正されたことにより、関係

規定を整備する必要が生じたことによるもの

でございます。

改正内容は、熊本県スポーツ振興審議会の

設置根拠であるスポーツ振興法第18条第５項

を、第18条第６項に改めるもので、施行日は

平成20年４月１日を考えております。

以上、御審議のほど、よろしくお願い申し

上げます。

○橋口施設課長 施設課長の橋口でございま

す。よろしく、お願いいたします。資料は、

25ページでございます。

全日制高等学校管理費でございますが、県

立高等学校61校の施設の維持管理に要する経

費といたしまして、２億4,535万4,000円をお

願いしております。

学校建設費でございますが、県立高等学校

の施設整備等に要する経費といたしまして、
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13億5,900万円余をお願いしております。

このうち主な内容を申し上げますと、(2)

の校舎新・増改築事業は、菊池高校、熊本商

業高校、北稜高校及び済々黌高校の改築に要

する経費でございます。

(3)のその他施設整備事業は、校舎などの

改修に要する経費でございます。

(4)の耐震改修事業及び(5)の耐震診断事業

は、玉名工業高校耐震改修工事を初め、県立

高等学校施設の耐震診断46棟、及び耐震改修

工事17棟などに要する経費でございます。

26ページをお願いいたします。

特別支援学校費でございますが、県立盲・

聾・養護学校16校の施設整備、維持管理及び

耐震改修診断に要する経費といたしまして、

２億500万円余をお願いしております。

以上、総額は18億1,194万9,000円でござい

ます。

続きまして、債務負担行為の設定について

御説明申し上げます。27ページをお願いいた

します。

熊本商業高校校舎改築工事につきまして、

平成20年度、21年度の２カ年での整備を予定

しております。

、 。御審議のほど よろしくお願いいたします

○吉永和世委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、ここで質疑を受けたいと思

いますが、ここで５分間休憩をしたいという

ふうに思います。再開後、最後までまいりま

すので、よろしくお願いします。

５分間休憩いたします。

午前11時42分休憩

午前11時49分開議

○吉永和世委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。

質疑を受けたいと思います。質疑はありま

せんか。小杉委員。

○小杉直委員 １番に、済みません。

警察本部に関する質問をしたいと思います

が、まず最初に警察本部長の説明要旨につい

ての私の感想ですが、１ページ目に刑法犯に

ついて認知件数が１万9,000余、その同プロ

グラムを開始した16年から４年間、16年から

連続して減少し、平成４年以降16年ぶりに２

万件を下回ったということですな。

もう一つ、人身事故についても大幅に減少

して、特に死者数については103人と、昭和5

6年と並び、昭和33年以降の最少数となった

と。

これは、簡単に紙に書いてありますけれど

も、相当の取り組みの努力の成果があってこ

の結果が出ておるというふうに、私は思いま

。 、 、す だから やっぱりマスコミの方も含めて

県警の取り組みの成果がこのように出たとい

うことは、大いにアピールしてもらいたいな

と。それがやっぱり県民に対するさらなる信

頼が深まるというようなことと、全国的には

治安が非常に悪化している中で、我が熊本県

警はこのような成果を上げたということを、

できるだけアピールしてもらいたいと思いま

す。

２ページ目に、暴力団道仁会と九州誠道会

の対立抗争は依然として膠着状態に云々と書

いてありますが、確かに最近はこの対立抗争

は膠着状態にあるということは認識しており

ますけれども、検挙活動も非常に的確に随時

進めてござるなということは、新聞・テレビ

等の報道を通じて、ちゃんと評価をさせてい

ただきたいと思います。

それから、その下の方に 「犯罪の防止」、

の３つの基本目標で、刑法犯認知件数は２万

件未満の定着、それから交通死亡者数を100

人以下、死傷者数を１万5,000人以下、それ

から犯罪の検挙人員の増加と、３つの基本目

標を挙げておられますが、これはもうずっと

以前は、県警はこういうようなことはしてな

かったと私は思っております。ですから、最
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近このような目標をきちんと公表して、それ

に取り組んでいかれるという姿勢は、私は非

常に貴重なものだというふうに思いますの

で、引き続き御努力をお願いしたいと。

最後ですが、２ページ目に、地域社会との

連携と協働をキーワードというような、この

横文字のキーワードを使ってありますが、こ

れはやっぱりいつもおっしゃる地域防犯ボラ

ンティア等々とのやっぱり連携と協働だろう

、 、と思いますので 県警の引き続きの御努力と

そのような地域ボランティア団体との連携を

強化しながら、基本目標あるいはその他の課

題に取り組んでいただきますように、評価を

しながら激励をしておきます。

それに関して、第23号議案に、耐弾性の高

い防弾ヘルメットと防弾楯、これにつきまし

て５カ年計画を３カ年計画に前倒ししたとい

うふうに書いてありますが、これについて私

も以前、政審会とか、委員会で、短縮すべき

だというふうなことを発言した一人として、

これは非常によかったなと。県警の財政課そ

の他当局に対する粘りの結果が出たんじゃな

かろうかと思いますが、ここで会計課長に質

問ですが、このように５年が３年に短縮され

たということの一方で、何か予算がちょっと

削られたとか、あるいはちょっとデメリット

が出たということはなかったですか。

○吉村会計課長 お答えします。

会計課長の吉村でございますが、今、委員

からの御質問の件は、当初５年間の整備計画

で調査をしました段階で、整備の必要数を防

弾ヘルメット286個、防弾楯が253枚というこ

とで計画を立てたわけですけれども、現場の

警察官の命にかかわる問題だからと緊急性を

御指摘いただきました。その内容につきまし

て、財政当局に説明をしまして、御承知のよ

うに昨年も熊本市内におきまして暴力団等の

抗争にかかわると思われる発砲事件が発生し

ております。こういった情勢から、本県につ

きましては、このことによってほかの予算が

削られるといったようなことはございません

でした。

○小杉直委員 今の答弁を聞いて、安心いた

しました。

もう１点、今度は説明資料の２ページ。き

ょうは出席しておられる先生方の地元も、毎

年のようにいろいろ災害が発生するんです

ね。災害対策に関する質問ですが、警察装備

品維持管理費の中の(5)災害警備対策費2,700

万円余というふうになっておりますが、これ

は警備部長の島崎部長にお尋ねですが、この

予算の範囲ぐらいでよかったのかなというふ

うな、予算措置についてどういうふうな思い

というか、感想を持ってございますかね。

○島崎警備部長 警備部長の島崎でございま

す。

先生の質問でございますが、その前に平素

からの警察活動に関しまして、先生には温か

い御協力・御支援を賜っておりまして、いつ

も感謝を申し上げております。

今回のこの予算が足りるかどうかという件

でございますけれども、今回は、先ほど会計

課長の方からも報告がありましたけれども、

フレーム式テントの購入とそれから災害地で

の特殊車両の購入を２点お願いいたしており

ます。

私といたしましては、これを認めていただ

ければ非常にありがたく思いますし、十二分

に対応できるんじゃないかと思っておりま

す。

なお、災害関係について、警察の基本姿勢

についてちょっと触れてみたいと思います。

警備部といたしましては、昨年の美里町の

ような、最近は温暖化に伴いましてゲリラ的

な豪雨が発生いたしまして、集中的に大雨が

降るということで、災害の出やすい状況にな

っております。そうした中、警備部におきま
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しては、現地に偵察員を派遣いたしまして状

況を見て、そして機動隊を昨年は宇城警察署

等に前進待機させ、地域の方々と連携、消防

団等々と連携をいたして早期避難等をやりま

して、死者を１名も出さなかったということ

は私自身も満足しておりますし、今後もそう

いった前進待機をさせて、人命救助を第一に

警察活動をやってまいりたいと思っておりま

す。以上でございます。

○小杉直委員 警備警察のエキスパートとい

うふうに島崎部長は日ごろから言われており

ますが、おたくがそうおっしゃったならば安

心します。

また、ちょっと余談ですが、今度勇退され

るそうですが、長い県警勤務、御苦労さまで

ございました。以上でございます。

○倉重剛委員 ちょっと関連しますので質問

したいと思いますけれども、今、小杉先生は

冒頭に治安情勢が非常によくなったと、それ

から警察本部長からの説明の中にそれがあっ

て、私も非常によかったなと思っているんで

すけれども。しかし、この「体感治安に関す

」 、る意識調査 というのをちょっと見ましたら

悪くなったという感覚を持っている人が50.9

％あるというふうにありますが、これはどん

なふうに見たらいいのかなと、ちょっと疑問

を感じるんですね。ちょっとアンバランスじ

ゃないかなという気がするわけですね。

ということは、今の先生の方の説明の中で

ありましたけれども、ＰＲが不足しているん

じゃないか、周知徹底してないじゃないか、

そういうことに関連しているのかなと思いま

す。しかし、アンケートとしては決してイコ

ール性がないわけですね。これは一体何でし

ょうか、ちょっと教えていただきたいと思い

ます。

○蝦名警務部長 このアンケートにつきまし

ては、警務課が主体となってアンケートをと

らせていただきました。

それで、この悪くなったと思うというのが

50.9％あるということの先生の御質問です

が、これは我々もいろいろ検討してみたんで

すけれども、結局、全国的に大きな事件が発

生した場合、熊本という意味ではなくて、全

国的に発生した場合において、それが県民の

意識にも反映されたものじゃないかというふ

うな結論に一応達しております。

このアンケートをとる数日前ですが、奈良

県で小学生か幼女だったような気がしますけ

れども、自宅玄関前で外出から帰ってきたと

ころで刺殺されるという事件が、そのアンケ

ートをとる３日くらい前にございました。そ

うしたことから、やはり国民全体が治安が余

りよくないといいますか、というようなこと

を考えたと思うんですが、そういったことが

大きく影響しているというふうに思っており

ます。

○倉重剛委員 なるほどね。これだけ努力し

たけれども、県警ではこういった結果を出し

ていただいたというのは、それは非常に評価

すべき問題が、アンケートではこういうふう

に一般心理がこういうときにあるということ

ですけれども、やっぱりこういうのは徹底的

、 。に宣伝してもらいたい ＰＲしてもらいたい

、 、 、そして 安心・安全という 何といいますか

精神的な安定度が非常に大事だろう、住民と

しては非常に大事なことですから、ぜひこの

辺のアンバランスというのを、今おっしゃっ

たような理由があったんでしょうけれども、

これだけを見たときには違和感を感じるもの

ですからね。では、どちらを信用していいの

かという。しかし逆に言えば、一生懸命やっ

ていらっしゃるが報われないなという、そう

いう残念さも感じますので、どうかひとつそ

こら辺も対応していただきたいなというふう

に思います。以上です。
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○平野みどり委員 このことにちょっとかか

わるんですけれども、ちょっと気になってい

るのが、佐賀県であった、知的な障害のある

子供さんに対して警察の人たちが暴力を振る

、 、った振るわない まあ事実関係は別に置いて

やはり今、障害者自立支援法で地域に子供た

ち、障害を持つ子供たちや大人の人たちが施

設から出て地域の中で暮らしていく中、そう

いった子供たち、そういった人たちに対して

の理解を十分しておかないと、犯罪者と間違

ってしまうようなことがあるんですから、そ

ういった研修というのはどんなふうになって

いるのかなというふうに思うんですけれど

も。

実際、警察の交番ですとかそういうところ

、 、にそういう人たちが来られたり 御家族から

どうにかしてほしいというような形で来られ

るケースも結構あるというふうに聞いたりし

ているんですね。その人を犯罪者というふう

に見ずに、まずは何かこう障害なり何なりが

あるんじゃないかなとか、精神的な疾患も含

めて、そうじゃないかなというふうに広くと

らえて対応していただくといいかなと思うん

です。

実際、これはいいケースで、私の知り合い

、 、の人が久留米で 警察の方なんですけれども

御家族が本当に大変だと、精神的な疾患を持

っていらっしゃる方が家の中に立てこもっ

て、ちょっと凶暴になられたときに、警察の

方がまず「辛いんですよね」とかいう、カウ

ンセリングマインドで接したことによって、

御本人が落ちつかれて非常によかったと。そ

ういったすぐれた対応力を持った警察官の方

もいらっしゃるんだという話を聞いて、すご

く心温まるというか力強いなと思ったんです

けれども、全国でのそういった取り組みをや

っているところもありますので、ぜひ熊本県

警もそういった対応ができる警察官の人たち

をたくさんつくっていただきたいなと思うん

ですけれども、そういったことに関しての取

り組みは今どうなっていますでしょうか。

○德永生活安全部長 生活安全部長の德永で

ございます。お答えさせていただきます。

まず、先生がおっしゃいましたことで、２

点に分けて説明申し上げたいと思います。

１点目は、そういった人が管内にいるのか

どうかにつきましては、先生も御承知のこと

かと思いますけれども、交番とか駐在所で地

域のお巡りさんが巡回連絡とかで回ります

ね。そうしたときに、そういった方がいらっ

しゃれば、そういう情報を吸い上げまして、

本署に報告するなり、地域の中で情報を共有

するなりしまして、そういった対応には的確

に対応するようなことで、一般的にやってい

ます。

あとは２点目なんですが、教養ということ

に関しての研修ということなんですが、警察

学校におきまして障害者の立場に立った警察

活動ということで、例えば少年課に入った学

生をそういった施設にやりまして、一緒に介

護をやらせるとか、そういうちょっとしたい

ろんなことをするようなときに対応させると

か、そういったカリキュラムも警察学校の教

養の中に入れております。やはり外に出まし

、 、ても 地域にそういう施設があるところには

ボランティア的に訪れて対応するようにとい

うことで、オンザジョブトレーニングという

んですか、そういったことでもやっておりま

して、二面性、両方から対応しているという

ような状況であります。

○平野みどり委員 施設で介護とか優しく接

するということは今までもずっと、そういう

ことはやられたと思うんですけれども、今は

非常に私たちが考えておかないといけないの

は、高機能の自閉の人たちとか精神疾患の方

たちとか、そういう方たちへの対応なんです

よね。ですから、そこイコール犯罪者とか加

害者、被害者になられないような形での取り
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組み、特にやっぱり福祉関係の本当に、かな

り専門的な内容になってくるので、福祉関係

の方たちに十分そういうお話を聞かれると

か、専門家の方たちに聞かれるとかいうこと

を、警察学校なりＯＪＴの中でやっていただ

きたいなというふうに思いますので、要望し

ておきます。

○早田順一委員 警察本部にお尋ねをいたし

ます。

先ほど、警察の人員が3,030人だというこ

とをお聞きしました。それで、この中には交

番、駐在所の機能強化ということで６人増と

いう説明がございましたけれども、今は人口

がふえているところ、例えば大津とか菊陽と

か、そういったところの人口がふえていると

ころに対しての対応とか、そういう何か人口

に対して警察官が何人という、何かそういう

決まりか何かあるんでしょうか。

○松本警務課長 警務課長の松本でございま

す。

ただいま先生の方から御質問がありまし

た、人口によって警察官の定数的な配置があ

るのかということですけれども、例えば平成

18年に合志市が新設されまして、西合志町須

屋交番を菊池警察署から大津警察署の方に移

管しております。このときに当然、大津警察

署の管内の人口がふえるということになりま

すので、このときは警察官20名を大津警察署

の方にシフトして増員をしたところでありま

す。当然そうなりますと、菊池警察署の方は

15人ほど人員を削減したということになるわ

けですが、当然、市町村合併等におきまして

は管轄区域が広くなる、それから管内の人口

、 、等がふえる それから事件・事故等もふえる

そういったことになりますので、そういった

人口それから事件・事故、これらを見ながら

警察官の定員配置というのを行っているとこ

ろであります。

また、警察署の配置定員に関する基準とい

うものはございませんけれども 「熊本県警、

察職員の配置定員に関する訓令」というもの

を設けておりまして、この訓令の中でそれぞ

れ警察署の定員というのを定めております。

また、今後市町村合併等も進んでいくと思

われますけれども、そういった人口でありま

すとか事件・事故等の推移を見ながら、警察

署の適正な人員配置に努めてまいりたいと考

えております。

○早田順一委員 ありがとうございました。

もう１点。これはどっちになるのかわかり

ませんけれども、携帯電話の出会い系サイト

とかそういったもののアクセスの規制といい

ますか、今、テレビか何かであっているんで

しょう。私はまだ見たことはないんですけれ

ども、それはどういったものかをちょっと教

えていただけませんか。

○德永生活安全部長 生活安全部長の德永で

ございます。お答え申し上げます。

その携帯電話の出会い系サイトについて

は、フィルタリングというのがあります。こ

れは、そういったものを全部弾くと。例えば

残虐な画像とか出会い系サイトとか、そうい

った青少年に害悪を及ぼすようなもの、これ

については基本的に親御さんがそれを外して

くださいと、フィルタリングはもう要りませ

んというふうに言わない以外は、基本的にフ

ィルタリングをかけるというような改正が、

さきに行われました。これは総務省の方から

も、いろいろ働きかけをしていただいて、警

察庁の方でもそういった関係の携帯の会社に

働きかけをしていただきまして、たしか６月

、 、か 正確な月は記憶しておりませんけれども

、 、新たに入る人 それから過去に入っている人

そういったものについてもフィルタリングが

基本になる、原則になるというような改正が

行われております。
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○早田順一委員 その、いい画像、悪い画像

というのは、警察で判断してフィルタリング

をかけられるんですか。

○德永生活安全部長 そのようなところのも

のについては幾つかの例がありまして、先ほ

ど申し上げましたように残虐な画像とか出会

い系とか、それから中傷、誹謗文章の書き込

みをするとか、そういったものを特定して、

それをお願いして、その中で規制していくと

いうことになりますので、各県から警察庁と

か何かにそういう情報を上げますね、そうい

ったもので警察庁と総務省、そのあたりで打

ち合わせをしながら、規制するものを決めて

いるというふうに聞き及んでおります。

○早田順一委員 はい、わかりました。

○横内警察本部長 若干補足させていただき

ます。そのフィルタリングというのは昔から

もあったんですけれども、今までは親が付け

てくださいといったときに付けていたんです

ね。それが、この２月からですけれども、原

則として子供が使用する場合にはそのフィル

タリングをかける。親が外してくださいとい

ったときに、初めてそのフィルタリングを外

すという形で、今回の、２月からのフィルタ

リングにつきましては、各携帯電話会社の方

で、いろんなサイトも無数にありますけれど

も、これはある程度のカテゴリーに分けまし

て、先ほど生安部長が言いましたように、わ

いせつなものとか残虐なものとか、そういっ

たカテゴリーにはまるようなものを、携帯会

社の方である程度分類をして、それに引っか

かるものをあらかじめフィルタリングという

形で、その使用者がアクセスできない、そう

いう制度でございまして、今回のものについ

ては警察からこれを規制してくれというの

で、それで規制するんじゃございませんが、

ただ一般には、そういったサイトを民間団体

等でも今そういう監視しているようなところ

もございまして、そういうところから、これ

は非常に不適当だというときにはブロバイダ

ーなりに通報して削除したりとか、あるいは

違法なものであれば、これは当然警察が取り

締まるということになりますので、警察の方

に通報して、警察の方でそれを事件として検

挙する、そういったような仕組みは今既にご

ざいますが、今回始まるフィルタリングの分

については、今、私が説明申し上げたような

形でこの２月から、とりあえず新規のものに

ついてはスタートする。既存のものについて

は、６月から、既に契約している人について

も、同じような形で原則フィルタリングがか

かるという形になります。

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。

(｢警察のことですか。どっちでもいいんです

か」と呼ぶ者あり)どっちでも、いいです。

はい、平野委員。

○平野みどり委員 高校再編のことです。こ

の前の日曜日の熊本日日新聞の熊本県知事選

における候補者の討論の中で、５人の候補者

の方がそろって、今の高校再編整備のやり方

について問題ありというような見解が示され

ていました。

先ほどの教育長の説明要旨をお読みになっ

たときに 「これにより県立高校の再編整備、

もいよいよ実動に入ったところでございま

す」と言われなかったかはちょっと記憶にな

いんですけれども、ちょっと気がしたんです

けれども、この４月から本格的に実動に入る

という御認識と、今回の候補者の方、ある意

味まだあれは、あの段階ではきちんとした公

約でもありませんし、公約を不履行にするよ

うな知事も他県にはおられるようですけれど

も、認識として皆さんがそういった御見解だ

ということに関して、今の段階でどのように
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受けとめておられるのか、ちょっとお聞きし

たいなと思います。

○柿塚教育長 先ほどごあいさつで、配付し

てあるところから私が外させていただきまし

た。確かに私は、あいさつでそこは読んでお

りません。それはなぜかというと、私が言う

ことによって、あいさつの中で言うことによ

って混乱を来すようなことがあってはならな

いという思いが私にはありました。だから、

あえてそこは意図的に削除させていただきま

した。

ただ、私も熊日のを読ませていただきまし

た。率直なところ、５人の候補の方々が結果

としては、１人の方は最後に結果としては凍

結するということをおっしゃっておられたみ

たいでございますが、私どもは今まで議会で

いろんな御質問にお答えし、いろんな方にも

対応し、そして私どもの思い、あるいはいろ

んな方々の御意見も聞きながら、修正を加え

ながら理解を求めてきた立場の人間でござい

ますので、今後も新たに、もしどなたが知事

になられたとしても理解を求めるというの

は、委員会としては当然のことだと私は思い

ます。そのためには、今までの経緯等を詳細

に、私どもは、今のところ候補者でございま

すので別に当たっておりませんが、詳細に今

までの動き、我々の思い、あるいは正直にい

ろんな方々、地域の方々の思い、そういうも

のを加味し、そしてお話をさせていただき、

理解を求めるということがまず一番です。

そして……それだけで、いいですか。(｢そ

のほかにも何かあれば」と呼ぶ者あり)余り

。 、ないんですよ 余り深く入るとあれですから

まあそれぐらいで一応……。

○吉永和世委員長 十分なお答えだと思いま

す。

○柿塚教育長 ああ、そうですか。ありがと

うございます。

○小杉直委員 今の時間は、この会計予算に

ついての質疑の時間であることはわかってお

りますが、私が今から質問するのは、その他

、 、の欄に入るかもしれませんけれども しかし

この予算関係も関連しますので、質問させて

ください。

警察本部ですが、４ページ、一般警察運営

費(3)に留置管理費とありますね。それから

５ページ、４の刑事警察運営費に刑事企画調

査費、犯罪捜査費、(6)に捜査基盤の強化と

いうふうなことがありますので、これに関連

してお尋ねですが、実は警察庁が「取り調べ

適正化指針」というものを出すというふうに

聞いておりますが、日本の警察は、例えばア

メリカ、イギリス等々と比べますと、おとり

捜査もできない、盗聴もできない、司法取り

引きもできない、もう先進国の中でも非常に

オーソドックスで正攻法の警察活動、捜査を

しておると思うわけですね。

そういう中で、富山県警の失敗それから鹿

、 、児島県警の失敗 まあ行き過ぎといいますか

そういう２県警から失敗、行き過ぎたからと

いって、こういうふうな「取り調べ適正化指

針」なる、取り調べに非常に支障を与えるよ

うな網を全国的にかぶせるということについ

て、私は非常に疑問を感じるわけですね。そ

ういう中で、特に民主党さんが、取り調べや

録音・録画を義務づける刑事訴訟法の改正を

提出したことなどを受けて、対案を示さざる

を得なくなったとか何とかというふうに新聞

に載っておりましたが、第一線の警察官は、

これだけ人権がいろいろ叫ばれる中で、暴力

団とかあるいは犯罪の常習者を調べて、きち

んとした真実を言わせるのに、やっぱり相当

な苦労をしておるわけですな。

そういう中で、さらにこういうふうな網を

全国の警察にかぶせるということについて、

私は非常に疑問を感じるんですが、これに対

する県警の考え方をちょっと、どなたか答弁
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してください。

○森田刑事部長 今の小杉委員の御指摘のよ

うに、やっぱり鹿児島の冤罪事件とか富山の

冤罪事件、これを受けまして警察の捜査のあ

り方というものについて、国民の非常に厳し

い目が向けられております。

そのようなことから、取り調べの一層の適

正化を図っていくわけですが、加えまして来

年から裁判員制度というものが始まりまし

て、捜査手続とか取り調べの実態というもの

を全然知らない一般の国民の方が裁判員とな

られる。そういうことから、全国の警察を挙

げてこういった取り調べの適正化に向けた取

り組みが必要であるということから、平成19

年11月１日に国家公安委員会が、警察捜査に

おける取り調べの適正化ということを決定し

まして、その決定を受けて警察庁が本年の１

月25日に、委員が指摘されたように、取り調

べの適正化指針というものが策定されまし

て、やっぱりこれは全国の警察を挙げて適正

化に取り組んでいかないかんということであ

りまして、その辺の御理解をいただきたいと

思います。

○小杉直委員 表面上は適正化で、いかにも

適正にしなさいよというふうなごろになって

おりますが、その中身を新聞紙上で見ただけ

でもいろんな、表現の仕方はどうかわかりま

せんが、やっぱり規制をする、調べにくいよ

うな中身になっておるという。今まで適正な

調べをしておることに対して、さらにそれを

難しく障害を与えるような中身に何点かはな

っておるような気が私はしますが。

○横内警察本部長 今回の適正化指針につき

ましては、今刑事部長が申し上げたように、

きっかけになったのは富山、鹿児島事件であ

りますけれども、もう一つは、やはり来年か

ら始まる裁判員制度ですね。それに向けて、

より国民にわかりやすい、国民に理解を得ら

れる取り調べということもあったと思いま

す。そういった背景で、国家公安委員会がそ

ういった、より適正化が必要だという判断が

なされて、それに基づいて警察庁も、一方的

にこれは警察庁が決めたわけではございませ

ん、熊本県警にも何回も意見照会が来ており

ます。私も十分に、昨年から内容については

研究をいたしまして、検討いたしまして、私

として、例えばこうじゃないかということは

警察庁にも投げかけて、そういったキャッチ

ボールをした結果、出てきたのが今回のもの

でございます。

内容につきましても、今言われております

ような取り調べのいわゆる可視化ですね、録

音・録画については、これは捜査に重大な支

障が生じると思っておりますが、今回の指針

の内容につきましては、そもそも基本的に従

来から県警ではきちんとした取り調べをやっ

ておりますし、ここで例えばいわゆる捜査部

門以外が監督するという対象の行為も、これ

は県警では当然そんなことはやらないという

ことで今までやっていますから、逆に言いま

すと、そのための監督の制度ができたからと

いって、特段捜査に支障が生じるということ

は全くないと。その取り調べ時間の厳格化に

つきましても、現在もこういうことをきっち

り指導しておりますので、この規定どおり取

り調べることについて何ら支障がないという

ことで、この内容につきましては、これはま

さに今の時代の要請にこたえるという意味か

らも、県警としてもこの指針に基づいて今後

さらなる適正化をやっていきたいというふう

に思っておりますので、御理解をいただきた

いと思います。

○小杉直委員 日ごろから信頼しておる本部

長さんの話ですから、私も賛同せないかんと

いう人情は持っておりますが、しかし、これ

は本部長が御存じかどうか知りませんが、民
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主党がそういうふうな取り調べに対する録音

とか録画云々というとったことに対して、政

権与党の態度は国会ではどうでしたかね。そ

こまでは御承知でしょうか。

○横内警察本部長 申しわけございません。

国会での議論までは承知をしておりません。

○小杉直委員 まずは県警のトップの本部長

が心配要らないというような方向性の話です

、 、から 私もそれは一応承知はしますけれども

私は、これは大丈夫かなと。さらにまた調べ

が、非常に治安が悪化する中で心配するわけ

ですが、どうぞひとつ運用について今までど

おりの調べが適正に行われているわけですか

ら、熊本県警においては運用についてはきち

んとした的確な指導と方向性でよろしくお願

、 。いするということで 要望にかえておきます

○松村昭委員 教育委員会にちょっとお尋ね

しますが、指導力強化研修費というのが上が

、 、っておりますが これはもう何年目ですかね

研修を初めてから３年目ぐらいになるんです

かね、２、３年になりますか。その成果がど

うか、その辺をひとつ教えてください。

それから、年間何人ぐらいここに研修に行

っておるのか。

それからもう一つは、農業高校関係で生産

物をつくっておりますね。これは生産された

ものは、みんな金にかえられたものは、県の

収入ですか。県の収入として入る。それはそ

れでいいんですが、例えば、ある高校では、

南陵高校あたりでは焼酎は、これは財務局の

管轄なんですが、焼酎を何年もかかって醸造

するというようなことを許可して、そして醸

造しているんですが、できた品物が先が全然

見えない。国の方でも随分いろいろ話をして

おりますけれども、まだ一向に見えてこない

ということなんですが、これは今、農業高校

あたりの研修をさせるということになれば、

やはり経営まで教えてもいいはずですから、

生産されたものがどういうふうに、しかもそ

の品物がそのままそっくり流されるような状

態ではもったいない話ですから、米焼酎ある

。 、いは芋焼酎ですからね そういうものを今後

教育の中で生かしていく、付加価値をつけて

いく、学校教育の経営を教える上でどう考え

ているのかということが私はいつも問題だと

思っているんですが、これは県の教育長では

答えをいただくということはできないと思い

ますが、今後、文部科学省と話をしていただ

いて、そういうものを、今言ったようなこと

、 、で 縦割りの典型的なものだと思うんですが

財務省は許可しないんですよ。随分と話をさ

せたんですが、できないということなんです

が、そういうものをやっぱり文部科学省サイ

ドで財務省と折衝しながら、教育で生産され

ましたものをどう生かしていくかということ

について、教育長が少し打ち合わせをいただ

ければと思いますが、これは答えをください

というわけにはいかんと思うので、今答えは

出ないと思いますので、努力をいただきたい

と要望しておきます。

それから、さっきの研修については、研修

される先生については、お答えをいただきた

いと思います。

○木村義務教育課長 義務教育課でございま

す。

指導力不足の先生に対しましては、うちは

指導力強化研修ということで、平成15年から

やっております。基本的には、指導力を回復

して学校現場に自信を持って帰っていただく

ということでやっております。

平成18年度までの対象となりました人間で

ございますけれども、15年から18年度でござ

いますけれども、一応受講決定者が39名おり

ました。その中で退職された方それから休職

された方が２人いまして、実際に研修を受講

された方は37名でございます。
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その37名のうちのお二人が途中で退職、お

一人が今休職されております。

そして、決定としまして復帰困難というこ

とで２人取りまして、計37名中32名が現場に

帰っております。

、 、では 実際にどういう状態かと申しますと

市町村教育委員会や学校からの報告によりま

すと、この研修を受けて指導力等が非常に上

がってきた、そういうことで、授業もわかる

授業ができた。生徒のコミュニケーションも

非常によくなって、生徒指導もきちんとでき

ていると。ときには、ほかの先生が見習うよ

うな、きちんとした態度が見られる。また部

活動で、県大会でも非常に優秀な成績を上げ

ている、そういう話もきておりまして、この

研修の成果が非常に出ているんじゃないかと

思っております。

もちろん、幾分かの課題のある先生に対し

ましては、学校、市町村教委から指導・観察

等を行っていただくということでございま

す。

○松村昭委員 はい、ありがとうございまし

た。

成果が上がっているということですね。非

常にいいことだと思いますが、新規の先生に

なった人たちは、やっぱり皆さん方から採用

されるという難しい問題があると思うんです

ね。しかも現場におりながら、いろんな変化

の中で対応できずに、そういう人たちができ

てくる。指導力不足というのは、いろいろあ

ると思うんですが、そういう人たちの指導力

強化を日ごろからやっぱりやっておられると

思いますが、今後もやっぱり、そういう人た

ちが出ないように、１年間というのはむだな

話ですよね。ですから、そういう人たちが、

結局30何名の人が講習に行けば、それだけ臨

採でしなければいかんということですから、

人件費もどっちも要るという、負担が両方に

なる。経済的に見ても相当なマイナス。そう

いうことを考えて、やっぱり強力な指導を日

ごろからやっていただくようにお願いしたい

というふうに思います。これは要望です。以

上です。

○倉重剛委員 実は高校再編成について、い

ろいろ申し上げたいことがたくさんあるわけ

です。また、質問もあるんだけれども、選挙

が絡んでいるのでそれ以上のことは申し上げ

ませんけれども。

今日まで大変大きな予算を使いながら、長

い年月をかけてきて、もう目の前ということ

になってきましたね。

一つだけ、やっぱり教育長の姿勢というも

のを聞いておきたいんですけれども、私は、

正直言って個人的には非常に支持しておるん

です、正直言って。地域からも、いろいろあ

りますけれどもね。不退転の決意で本当にや

っていくのかという、そこら辺の決意だけち

ょっと教えていただきたい。それは私、個人

的にですよ。非常に期待をしているところが

あるものだから。しかし選挙があるので、そ

れ以上のことは申し上げないのでね。どうで

すか。本当は質問の内容はたくさんあるんで

すよ、それは言われないけれどもね。

○柿塚教育長 私は、もう御存じのように教

育委員会の事務局の長として教育長を拝命し

ている人間でございます。教育委員会で決議

された案件でございますので、私は教育長と

して事務方を引っ張っていく、その職責とい

うのは私が当然果たしていくべきだという認

識を持ち、今までもやってきましたし、今後

も、先ほど平野先生の御質問にもありました

ように、精いっぱい理解を求めながら、そし

て委員会の考えを申し上げながらやっていか

なければならない事案だと、私は認識してお

ります。

○倉重剛委員 はい、わかりました。結構で

す。頑張ってください。



- 34 -

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。

（｢なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 なければ、これで質疑を

終了します。

ただいまから、議案第23号、第29号、第33

号及び第72号から第76号までについて、一括

して採決したいと思いますが、御異議ありま

せんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。

議案第23号ほか７件について、原案のとお

り可決することに御異議ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第23号ほか７件については、原

案のとおり可決することに決定いたしまし

た。

、 、次に 継続中の付託された請願を議題とし

これについて審査を行います。

それでは、請第１号、請第４号から第６号

までについて、執行部から前委員会以降の状

況の説明をお願いします。後藤高校整備政策

監。

○後藤高校整備政策監 整備推進室長の後藤

です。よろしく、お願いいたします。

、 、 、請第１ 請第４ 請第５号及び請第６号は

県立高等学校再編整備等基本計画に関する請

願でございます。

請第１号は、基本計画等で前期実施として

いる矢部高校と蘇陽高校の再編等を中期以降

とし、地元との協議を深めることなどを求め

るものです。請第４号は、八代市東高校定時

制課程の存続を求めるもの、請第５号は、阿

、 、蘇清峰高校の存続を求めるもの 請第６号は

再編対象校の関係者と熊本県教育委員会の間

で地域協議会を設置することなどを求めるも

のでございます。

それでは、さきの12月議会後の県立高校の

再編をめぐる動きについて、御報告いたしま

す。

議事次第５の報告事項として説明を予定し

ておりました③の「県立高等学校の再編整備

等について」を、ここで説明いたしまして状

況説明にかえさせていただきたいというふう

に思います。

３つのパンフレットがございます。昨年の

12月の本委員会の場で、氷室委員から選択科

目やそれに伴う教職員配置の問題があり、小

中学校とは違い、少人数では高校教育は難し

いというようなことを、理解しやすいように

広報の内容を工夫してはどうかという御指摘

がありました。

御指摘のようなことにつきましては、各種

説明会等で事務局から説明してきております

けれども、今回の計画を機に、御指摘を踏ま

えて３種の広報資料を作成しておりますの

で、御報告させていただきます。

１つ目は 「県立高等学校再編基本計画概、

要」という、緑がかったリーフレットでござ

います。12月７日に県内の小・中・高すべて

の保護者など約22万人に配布しております。

表をめくりまして左側のページの下の方

に、県立高校の再編整備の必要性をまとめて

おります。

②の学習選択幅の拡大などといたしまし

て、高校は中学と異なり各教科が複数の科目

、 。に分かれ それぞれの専門の先生が必要です

また、高校では必修履修科目が全体の授業時

間数の約４割にとどまり、そのほかは各学校

が独自に生徒の進路希望などに応じて、各教

科、科目の授業を行うことになりますので、

生徒・先生が少なくなると、その開設科目数

が限られ、生徒の多様な興味・関心・進路希

望などにこたえにくくなるというふうにしる

しているほか、青囲みの線の中で、適正な学

校規模を確保する必要性をしるしておりま

す。
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なお、このリーフレットは昨年の12月に配

りましたけれども、今度２月１日に熊本県高

校再編市町村等連絡協議会から、再編統合の

対象校の生徒募集を妨害するために県教委は

このリーフレットを配ったのではないかとい

うふうに言われておりますけれども、そのよ

うな意図は全くございませんで、これは説明

会とかパブリックコメント、県民の皆様から

できるだけこの周知を図ってほしいという意

見を受けたものであります。

それから２つ目に、ちょっと赤みがかった

もので「教育くまもと」というものを配って

おりまして、これは県内のすべての教職員な

ど教育関係者２万4,000人にお配りしており

ます。

それから、もう一つ大きなものでございま

して 「ばとん・ぱす」という、これは１月2、

1日に県内の小中学校のすべての保護者など

約20万人に配布しておりますけれども、これ

は開いていただいて、見開きで特集を組んで

おりますけれども、左側の中ほどに理科を例

に挙げまして、中学校と高校の教科の違い、

中学校では１科目が高校では11科目に分かれ

ると。さらに、その下で赤のところで、授業

時間数について中学校では選択教科が１割で

あるけれども、高校では６割程度になりまし

て、その右側の補足の中で、先ほど説明しま

した内容につきまして、より詳しく説明して

いるところでございます。

昨年９月の委員会でも御報告しましたとお

り、これまでできる限りの周知広報に努めて

まいりましたけれども、今回、計画決定を機

に委員の御指摘も踏まえて改めて周知を図っ

。 、 。たものでございます 以上 報告いたします

以上で、御説明を終わります。御審議のほ

ど、よろしくお願いいたします。

○吉永和世委員長 ただいまの説明に関し

て、質疑はありませんか。平野委員。

○平野みどり委員 今回の高校の募集定員と

応募される方たちの数等が出ておりましたけ

れども、統廃合が予定されている地域の方々

はなかなか、検討されているというか、少し

でも地域の学校を残そうというような数にあ

らわれているのかなというふうにも思います

けれども、そこら辺はどういうふうに今回分

析されていらっしゃいますでしょうか。教育

長でも、どちらでも結構です。

○後藤高校整備政策監 20年度の入学者数に

ついては、まだ固まったところではございま

せんけれども、２月22日出願変更後の状況か

らは、この計画で再編統合とされた高校につ

きましては若干の改善が見られるというふう

に思っております。

しかしながら、定員を満たしてないところ

が多うございますし、あるいは県立高等学校

教育整備推進協議会いわゆる整備協の報告

で、下限の目安とされております１学年４学

級、すなわち120人を超える出願まではなか

なか厳しいという状況でございまして、現段

階でこれについて、再編統合について再考す

る状況にはないというふうに考えておりま

す。

ただし、これにつきましては前期計画でも

述べておりますように、20、21年度の状況も

見たいというふうにしておりますので、21年

度の動向等につきましても注視していきたい

というふうに考えております。

○平野みどり委員 本当に地域の切実な思い

が微増にあらわれているなと、私はもう受け

とめたんですね。やはり、この「教育くまも

と」で吉永先生がおっしゃっているように、

やはり子供のためというのを最優先に考えて

いただきたいなと。一方、行財政改革の県の

取り組みの中でも高校再編という形で出てい

るように、やはり「ここなのか」という思い

もします。ですから、ぜひ新知事ともそこら
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辺を本当に丁寧に取り組んで話をしていただ

きたいなということを、最後に要望としてつ

け加えさせていただきます。

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。

（｢なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 なければ、これで質疑を

終了します。

次に、採決に入ります。継続、採択、不採

択の考えがありますが、この請第１号につい

てはいかがいたしましょうか。

（｢継続」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 継続という意見がありま

すので、継続についてお諮りいたします。

請第１号を継続審査とすることに、御異議

ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第１号は継続審査とすることに決

定いたしました。

次に、請第４号については、いかがでしょ

うか。

（｢継続」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 継続という意見がありま

すので、継続についてお諮りします。

請第４号を継続審査とすることに御異議あ

りませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第４号は継続審査とすることに決

定いたしました。

次に、請第５号については、いかがでしょ

うか。

（｢継続」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 継続という意見がありま

すので、継続についてお諮りします。

請第５号を継続審査とすることに御異議あ

りませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第５号は継続審査とすることに決

定いたしました。

次に、請第６号については、いかがいたし

ましょうか。

（｢継続」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 継続という意見がありま

すので、継続についてお諮りいたします。

請第６号を継続審査とすることに御異議あ

りませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第６号は継続審査とすることに決

定いたしました。

次に、閉会中の継続審査事件について、お

諮りいたします。

議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査とすることを議長に申し出ることと

してよろしいでしょうか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 御異議なしと認め、その

ように取り計らいます。

次に、執行部から報告の申し出が３件あっ

ております。

まず、報告について執行部の説明を求めた

後、質疑を一括して受けたいと思います。

それでは、報告１の説明をお願いします。

松本警務課長。

○松本警務課長 警務課長の松本です。

警察本部所管の行財政改革の取り組みにつ

きまして お手元に配付しました報告資料 警、 「

察本部における平成20年度行財政改革の取り

」 、 。組みについて に基づき 御説明いたします

資料１ページをお願いいたします。

行政改革における取り組み事項。治安情勢

等に応じた警察署、交番及び駐在所の管轄区

域の見直しについてであります。県民が、安

全で安心して暮らせる地域社会を実現するた

め、犯罪情勢や交通環境等の変化、人口の推

移、住民の利便性、さらには市町村合併等の
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動向も踏まえながら、警察業務をより効果

的・効率的に遂行できるよう、管轄区域の見

直しを推進しているところであります。

来月には松島有料道路の建設等に伴う観光

施設における事件・事故の増発に対応するた

め、天草警察署管内の赤﨑駐在所と島子駐在

所を統合いたしまして、観光施設のそばに複

数の警察官が勤務する天草有明駐在所を新設

いたします。

平成20年度も、限られた警察力を全県的な

観点から、いかに効果的・効率的に配置運営

をしていくかとの視点に立ちまして組織体制

の見直しを推進し、引き続き検討を行ってい

くことにしております。

次に、２ページにあります県出資団体等の

見直しについて御説明いたします。

警察本部が所管いたします県出資団体は、

財団法人熊本県暴力追放協議会であります。

「県出資団体等に対する県の関与に関する指

針」に基づきまして、警察本部所管の県出資

団体等に対する県の関与見直し実行計画を策

定しまして、平成17年度から21年度までを実

施期間といたしまして、単年で32万円、累計

で160万円の県費支出の削減等を予定してお

ります。

見直し実行計画の推進に当たりましては、

団体の公共性を損なうことのないよう十分に

配慮しながら取り組んでまいります。

次に 「熊本県民間活力活用指針」に基づ、

く全庁的な民間委託等の推進についてであり

ますが、平成18年６月から、新たな違法駐車

対策法制が施行されまして、違法駐車対策業

務の一部を民間委託しております。これまで

単年ごとの入札による委託契約を行っており

ますが、総合評価競争入札による複数年度の

外部委託により、公共サービスの質の維持向

上と、経費削減を目的とした提案応募型アウ

トソーシングの導入に向け、現在検討中であ

ります。

最後に、財政改革における警察本部の取り

組み事項について、御説明いたします。

財団法人熊本県職員互助会等が行う福利厚

生事業の事業内容の全般的な見直しにおきま

して、県警の福利厚生事業費として予算化し

てきました警察職員互助会等補助金につきま

しては、平成20年度から廃止されることとな

っております。

平成20年度におきましても、行財政改革の

必要性、重要性を認識し、平成20年度実施計

画に基づき、警察本部における行財政改革に

取り組んでまいります。

以上で、報告を終わらせていただきます。

○吉村教育政策課長 教育政策課の吉村でご

ざいます。

お手元の「教育庁における平成20年度の行

政改革の取り組みについて」とタイトルが付

いている資料に沿いまして、簡潔に御説明い

たします。

まず、１行政改革の組織体制の見直しでご

ざいますが、県立高校の再編整備に向けた取

り組みとして、昨年10月に策定しました計画

に沿って、入学者数の変化等を見きわめなが

ら再建整備の準備を進めるとともに、中期実

施準備計画を策定することとしております。

２ページに移りまして、教育事務所の見直

しにつきましては、教育事務所が行っている

公立小中学校教職員の庶務事務を本庁に集中

化することとし、給与支給事務等を本年４月

から、旅費事務を来年度から実施する準備を

進めております。

また、近く決定する教育事務所の見直し方

針では、県下全体の教育水準の維持向上に必

要な指導業務については残しますが、その他

の業務については本庁への集中あるいは市町

村教育委員会への移行を検討しております。

次の業務の見直しのうち職員住宅につきま

しては、平成20年度倉岳高校職員住宅の一部

を廃止することとしております。

それから、利用率が低い公の施設につきま
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しては、天草青年の家などの青少年教育施設

に平成21年度から指定管理者制度を導入する

ための準備を進めるとともに、利用率向上の

観点から、利用対象者の拡大と使用料の見直

しを行います。

次に、３ページに移りまして、民間委託の

推進につきましては、菊池農業高校寄宿舎の

給食業務につきまして、サービスの向上や経

費削減等を目的とした提案公募型アウトソー

シングの導入を検討いたします。

次に、２の財政改革の歳入構造の見直しで

ございますが、新たな歳入確保策の一環とし

まして、県立体育施設への広告表示を導入し

ております。

次に、歳出構造の見直しでは、教職員の諸

手当を見直すこととしております。

４ページの意識改革におきましては、教職

員の資質・能力の向上等を図るため、平成18

年度に導入した人事評価制度を県内の公立小

中学校、県立学校で引き続き実施して浸透を

図るとともに、教職員研修につきましても見

直し指針に沿って検証を加えながら、さらに

見直しを進めてまいります。

以上、簡単でございますが、行財政改革の

取り組みについての報告を終わります。

引き続き、教育振興基本計画(仮称)の策定

状況について説明いたします。資料は、お手

元の「仮称」と書いてある資料をお願いいた

します。

これは、教育基本法第17条に基づき策定す

るものですが、国の動きが当初予定から大幅

におくれておりまして、３月末に中央教育審

議会特別部会の答申、年度内に計画策定の運

びになる予定と聞いております。

県では、昨年５月に教育委員会、知事部局

及び警察本部の32課から成る幹事会を立ち上

げて、これまで４回の会議を開催しておりま

す。この間、教育におけるさまざまな課題を

明らかにするとともに、教育にかかわる県民

意識を集約するためにアンケート調査を実施

しております。また、専門的立場からの御意

見をいただくために、学識経験者や教育関係

者で構成する検討委員会の第１回会議を１月

末に開催しております。メンバーは、表の下

段の委員名簿記載のとおりでございます。

今後、３月末の国の答申等を受けて、これ

を参酌しながら、検討委員会及び３つの専門

部会を開催して、計画素案づくりを進め、広

く県民の皆様の御意見を反映させ、20年度内

に計画を公表したいと考えております。

次に、２ページをごらんいただきます。

これは、昨年11月に国が公表した検討に当

たっての基本的な考え方と重点的に取り組む

べき事項についての概要を一覧表にしたもの

でございます。

計画のねらいは、改正された教育基本法の

趣旨を踏まえ、10年先を見越した施策の基本

的方向と、５年間に取り組むべき施策を示す

ことでございます。

また、重点的に取り組むべき事項として４

つの柱が掲げられておりまして、１つは社会

総がかりの教育、２は学校等を中心とした基

礎的な教育、３は大学等における高度な教育

や研究、４は教育環境の整備というふうに分

けられております。

次の３ページから４ページにかけまして、

アンケート調査の一部を載せております。調

査の目的や対象等は冒頭に記載しているとお

りでございますけれども、学校関係者のみな

らず県政モニターの方からの回収率も非常に

高くて、教育問題の関心の高さを伺うことが

できるかと思っております。

個別の説明は、長くなりますので省略いた

しますけれども、そのほかにもたくさんの項

目についてお尋ねしておりますので、詳しく

はお手元にお配りしております冊子「アンケ

ート調査について」という、56ページにわた

りますけれども、ごらんいただきたいと思っ

ております。

この冊子の構成でございますけれども、３
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ページ以下に児童生徒に対するもの、11ペー

ジ以下に保護者に対するもの、25ページ以下

に教職員に対するもの、それから35ページ以

下に県政モニターに対するアンケート結果を

載せておりまして、45ページ以下では同一ま

たは類似の質問についての対象者ごとの比較

を行っております。

最後に、５ページをお開きいただきたいと

思います。

熊本県教育振興基本計画(仮称)案の現在の

イメージを示しております。情報化や国際化

の進展、少子高齢化の進行など、教育をめぐ

る状況が変化し、さまざまな課題が生じてお

ります。このような教育課題を解決し、教育

全般の振興を図るための基本的理念や目標を

検討してまいる予定です。

具体的施策としては、１としまして学校教

育の充実、２としまして教育環境の整備、３

は高等教育等の振興、４は社会全体の教育力

の向上、５は熊本の文化活動、６はスポーツ

振興に、一応分けております。これは国の計

画等の関係もございますし、今後アンケート

の結果あるいは検討委員会の審議等を踏ま

え、必要な修正を行っていく予定でございま

す。

それから、策定後の計画推進に当たりまし

ては、各教育機関や県民の皆様方とのパート

ナーシップはもとより、知事部局との連携を

図りながら政策評価を実施しながら進行管理

を行ってまいりたい、こう考えております。

以上、今回の状況報告でございます。よろ

しくお願いいたします。

○吉永和世委員長 報告事項３につきまして

は、継続中の請第１号ほか３件の請願を審査

する際に報告があっておりますので、この場

での説明は省略いたします。

それでは、報告が終了しましたので質疑を

受けたいと思います。質疑はありませんか。

はい、小杉委員。

○小杉直委員 １点だけ県警の松本課長にお

尋ねですが、この財団法人熊本県暴力追放協

、 、議会に対する見直しで 毎年32万円の削減で

５カ年で合計160万円ですね。

それで、先般、鹿児島では暴力団追放の会

長がやっぱり刺された事件とか、数日前は北

九州でまた拳銃使用の射殺事件が暴力団関係

であっておりますが、熊本県の暴力追放協議

、 、会も 私の知る限りでは寄附金とか賛助金で

そういうことで厳しい運営をしよるというふ

うに聞いておりますが、これは暴力団にかか

わる県民の個々のよりどころ的なところもあ

るわけですね。それで、こうやって予算を削

らんといけませんかね。

○松本警務課長 確かに暴力団の情勢等から

しますと、暴力追放協議会というのは、意識

の啓発というのは非常に重要なところであり

ます。確かに県費としては削っておりますけ

れども、暴力追放協議会、自治体保証とか県

の方も削減しているとはいいながらも出資し

ておりまして、そのほかの賛助金と合わせま

すと年間3,700万円の予算を持っているとこ

ろであります。そういった予算を有効に活用

しながら、暴力追放の意識啓発等に努めてま

いりたいというふうに考えております。

確かに、県の方も若干、ただいま申し上げ

ましたように、県も５年間で160万円ほどの

削減にはなっておりますけれども、その他も

ろもろの協賛とか自治体等の助成等もいただ

きながら、協議会の効果的・効率的な運営に

努めていくようにしているところでございま

す。

○小杉直委員 全体的な総予算としては、そ

う減るということは見込まれないということ

で、いいですか （ はい」と呼ぶ者あり）は。「

い結構です。安心しました。



- 40 -

○平野みどり委員 教育庁の行財政改革の中

で、教育事務所の見直しというところがござ

いますが、お金に関する部分は本庁に集中化

していくということだろうというふうに思い

ます。市町村の教育委員会の意向という部分

を、どういったことが主にあるのかというこ

とを教えていただけたらと思います。教育事

務所で行っている業務です。

○吉村教育政策課長 教育政策課でございま

す。

教育事務所で行っている業務についての市

町村からの御意向ですが、これはやっぱり研

修業務ですね。やっぱり地域とか市町村の教

育のレベルを一定に保つという、そういうこ

と、あるいはよその管内の先生方との合同の

、 。研修会とか そういったのが多いと思います

○平野みどり委員 私がちょっと心配なの

は、結局、市町村教育委員会も意識がまちま

ちだろうと。私の関係で言うと、特別推進教

育の進め方云々も含めてなんですけれども、

そういった部分で教育事務所がそこら辺の市

町村を束ねた形での研修とかもやられていま

したよね。そういう部分は市町村にまた委ね

ていくという形になっていくのか、市町村へ

の今後の支援の部分はどんなふうになってい

くのかなという、そういうところです。

○吉村教育政策課長 教育政策課でございま

す。

昨年の６月に地教行法という法律が変わり

まして、市町村に対しても指導主事を置くよ

うに努めなければならないという明文が入り

ました。これは、これまで合併に伴って教育

委員会の規模も大きくなっているというよう

なこともございますので、できるだけ地元教

育委員会の方でそういった指導に当たられる

先生も確保してほしい、そういう要請はござ

います。

ただ、今の財政状況は非常に厳しいという

こともございますので、現在の教育事務所で

やっております教育水準というんですかね、

その付近を保つ必要がありますので、その点

については現状維持は確保したいということ

でございます。

○平野みどり委員 わかりました。教育事務

所の存在の意義の部分で賛否いろいろありま

したので、合併してそれぞれの教育委員会の

温度差というのもあっただろうと思いますか

ら、そこら辺は今後も本庁の方でしっかりと

フォローしていただきたいなというふうに思

います。

それと、教職員人事評価制度のところです

けれども、本来、その人事の部分に関しまし

ては、その教職員の資質は性差に関してない

はずですけれども、やはり熊本県の現状とし

て、女性の管理職が他県に比べて少ないとい

う部分がありますので、そこをしっかりと重

く受けとめて、あるわけはないとは思います

けれども、やっぱり男性の視点だけじゃなく

て女性の視点での評価というか、そういう部

分も加味して今後の人事評価をしていただい

て、できるだけ多くその女性の管理職もあた

りまえにふえていく状況をつくっていただき

たいなということを、要望としてつけ加えさ

せていただきますので、よろしくお願いしま

す。以上です。

○吉永和世委員長 ほかにありませんか。な

ければ、これで報告に対する質疑を終了いた

します。

次に、その他で何かございますか。

（｢なし」と呼ぶ者あり）

○吉永和世委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了しました。

それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。

午後１時０分閉会
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なお、本年度最後の委員会でございますの

で、一言ごあいさつを申し上げます。

この１年間、大変お世話になりましてあり

がとうございました。また委員の先生方にお

かれましても、御指導・御協力をいただきな

がら、無事に終了することができました。本

当にありがとうございました。

また、執行部の皆様方も、御協力につきま

して、この場をお借りしまして厚くお礼を申

し上げます。

、 、教育委員会におかれましては 高校再編等

非常に大きな問題があるわけでございます

が 私が思いますに やはり教育の原点は 子、 、 「

供たちのために」だろうというふうに思って

おります。そういう意味においては、やはり

よりよい教育環境の整備というものはなくて

はならない。そういう面からいきますと、や

はり高校再編整備というのは避けて通ること

はできないだろうというふうに認識をいたし

ております。そういった意味で今後、先ほど

教育長の決意も改めてお伺いしましたので安

心をしておりますが、是非、よりよい教育環

境整備を実現できるように、今後も頑張って

いただきたいなというふうにお願いを申し上

げます。

また、警察本部におかれましては、平成16

年に策定されました「熊本県警察緊急治安対

策プログラム」の取り組みによりましてすば

らしい結果が出ているというふうにお伺いし

て、本当にありがたいというふうに思ってお

ります。今後もなお治安情勢はますます厳し

い状況になるだろうと思っておりますが、引

き続き治安対策等に全力で当たっていただき

ながら、県民の安心・安全のためにお願いを

申し上げます。

最後になりますが、委員の皆様方また執行

部の皆様方に今後ますますの御健勝と御活躍

を御祈念申し上げまして、簡単でございます

が、ごあいさつにかえさせていただきます。

ありがとうございました。

午後１時２分

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

文教治安常任委員会委員長


